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新旧対照表 
 

№ ページ 修正案 現行計画 修正理由 

1 24 

３ 市及び関係機関の業務の大綱 

(１) 福生市 

災害予防対策 

ア 防災会議に関すること。 

イ 各種施策に対する防災対策の検討及び実施に関すること。 

ウ 防災組織の整備に関すること。 

エ 防災の調査研究、教育及び訓練に関すること。 

オ 食料その他物資の備蓄及び確保に関すること。 

カ 防災施設及び設備の整備に関すること。 

キ 市民の防災活動の啓発、指導に関すること。 

ク その他、市の地域の災害予防対策に関すること。 

災害応急対策 

ア 関係機関との連絡調整に関すること。 

イ 気象情報の伝達、避難情報の発令、避難所の開設に関すること。 

ウ 情報の収集、伝達及び被害調査に関すること。 

エ 消防、水防その他の応急措置及び被害拡大の防止措置に関すること。 

オ 被災者の救護及び保護に関すること。 

カ 給食・給水、保健衛生等の応急措置に関すること。 

キ 被災児童、生徒の応急教育に関すること。 

ク ボランティア活動に対する支援に関すること。 

ケ 緊急輸送道路の確保に関すること。 

コ その他、市の地域に係る災害応急対策において必要と認める措置に

関すること。 

災害復旧対策 

ア 公共土木施設の復旧整備に関すること。 

イ 学校教育施設及び社会教育施設の復旧整備に関すること。 

ウ 社会福祉施設の復旧整備に関すること。 

エ 下水道施設の復旧整備に関すること。 

オ その他の災害復旧事業に関すること。 
 

３ 市及び関係機関の業務の大綱 

(１) 福生市 

災害予防対策 

ア 防災会議に関すること。 

イ 各種施策に対する防災対策の検討及び実施に関すること。 

ウ 防災組織の整備に関すること。 

エ 防災の調査研究、教育及び訓練に関すること。 

オ 食料その他物資の備蓄及び確保に関すること。 

カ 防災施設及び設備の整備に関すること。 

キ 市民の防災活動の啓発、指導に関すること。 

ク その他、市の地域の災害予防対策に関すること。 

災害応急対策 

ア 関係機関との連絡調整に関すること。 

イ 気象情報の伝達、避難勧告又は指示、避難所の開設に関すること。 

ウ 情報の収集、伝達及び被害調査に関すること。 

エ 消防、水防その他の応急措置及び被害拡大の防止措置に関すること。 

オ 被災者の救護及び保護に関すること。 

カ 給食・給水、保健衛生等の応急措置に関すること。 

キ 被災児童、生徒の応急教育に関すること。 

ク ボランティア活動に対する支援に関すること。 

ケ 緊急輸送道路の確保に関すること。 

コ その他、市の地域に係る災害応急対策において必要と認める措置に

関すること。 

災害復旧対策 

ア 公共土木施設の復旧整備に関すること。 

イ 学校教育施設及び社会教育施設の復旧整備に関すること。 

ウ 社会福祉施設の復旧整備に関すること。 

エ 下水道施設の復旧整備に関すること。 

オ その他の災害復旧事業に関すること。 
 

避難情報の

名称変更 

2 46 

５ 防災訓練の実施 

市は、地域防災計画等の習熟、連携体制の強化及び市民の防災意識の向上を図ることを目的

として、組織動員、避難、通信等の総合訓練、その他災害別防災訓練などの実施に努める。 

総合防災訓練 
関係機関、市民、事業所、学校等の参加を得て防災訓練を総合的に実施

し、防災活動の連携強化を図る。 

自主防災訓練 
防災意識の高揚を目的に、自主防災組織を中心として、地域の実情にあ

った防災訓練を促進する。 

非常登庁訓練 
効果的に災害応急対策に着手する態勢を確立することを目的とし、職員

の非常登庁訓練を実施する。 

通信連絡訓練 
平常通信から非常通信への迅速な切換え、無線通信機器の取扱操作、非

常連絡先や通信内容の確認などについて訓練を実施する。 

避難救助訓練 

関係機関、市民、事業所等の協力を得て避難情報の発令、誘導等が迅速

に行われるよう訓練を実施する。また、避難行動要支援者の避難誘導及

び救出・救助、医療搬送、物資の輸送、給水・給食、避難所運営に関す

る訓練を実施する。 

避難所運営訓練については、より実践的なものとするため、ゲーム形式

５ 防災訓練の実施 

市は、地域防災計画等の習熟、連携体制の強化及び市民の防災意識の向上を図ることを目的

として、組織動員、避難、通信等の総合訓練、その他災害別防災訓練などの実施に努める。 

総合防災訓練 
関係機関、市民、事業所、学校等の参加を得て防災訓練を総合的に実施

し、防災活動の連携強化を図る。 

自主防災訓練 
防災意識の高揚を目的に、自主防災組織を中心として、地域の実情にあ

った防災訓練を促進する。 

非常登庁訓練 
効果的に災害応急対策に着手する態勢を確立することを目的とし、職員

の非常登庁訓練を実施する。 

通信連絡訓練 
平常通信から非常通信への迅速な切換え、無線通信機器の取扱操作、非

常連絡先や通信内容の確認などについて訓練を実施する。 

避難救助訓練 

関係機関、市民、事業所等の協力を得て避難の勧告・指示、誘導等が迅

速に行われるよう訓練を実施する。また、避難行動要支援者の避難誘導

及び救出・救助、医療搬送、物資の輸送、給水・給食、避難所運営に関

する訓練を実施する。 

避難所運営訓練については、より実践的なものとするため、ゲーム形式

避難情報の

名称変更 
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№ ページ 修正案 現行計画 修正理由 

の図上訓練（ＨＵＧ等）などの手法を活用し、実施する。 

 

の図上訓練（ＨＵＧ等）などの手法を活用し、実施する。 

 

3 66 

【災害対策本部長室の所掌事務】 

(１) 本部の非常配備態勢の発令及び解除に関すること。 

(２) 重要な災害情報の収集及び伝達に関すること。 

(３) 避難情報の発令及び避難誘導に関すること。 

(４) 東京都機関、他市町村、公共機関に対し、機宜の対策又は応援の要請に関すること。 

(５) 災害対策に要する経費の処理方法に関すること。 

(６) 部長会議の招集に関すること。 

(７) 災害救助法の適用要請に関すること。 

(８) 自衛隊の派遣要請に関すること。 

(９) 前各号に掲げるもののほか、重要な災害対策に関すること。 
 

【災害対策本部長室の所掌事務】 

(１) 本部の非常配備態勢の発令及び解除に関すること。 

(２) 重要な災害情報の収集及び伝達に関すること。 

(３) 避難の勧告、指示及び誘導に関すること。 

(４) 東京都機関、他市町村、公共機関に対し、機宜の対策又は応援の要請に関すること。 

(５) 災害対策に要する経費の処理方法に関すること。 

(６) 部長会議の招集に関すること。 

(７) 災害救助法の適用要請に関すること。 

(８) 自衛隊の派遣要請に関すること。 

(９) 前各号に掲げるもののほか、重要な災害対策に関すること。 
 

避難情報の

名称変更 

4 78 

【広報の内容】 

ア 地震発生直後の広報 

地震に関する状況（震度・規模等） 

火気使用厳禁（都市ガス漏えい等） 

感電事故防止の呼びかけ 

被害家屋からの野外待機等安全措置 

余震警戒の呼びかけ 

イ 緊急措置の広報 

火災発生等二次災害発生状況 

一時避難の呼びかけ 

市民のとるべき措置の呼びかけ（ガス栓閉止、車両使用の自粛等） 

自主防災組織の立ち上げ、初期消火・救出の呼びかけ 

ウ 避難指示・救護に関

する広報 

避難情報及び避難方法 

避難行動要支援者（安否確認・避難支援）の呼びかけ 

避難の際の安全措置の呼びかけ（ブレーカー遮断、携行品等） 

負傷者搬送の呼びかけ及び搬送先の情報 

学校等の措置状況 

エ 被害状況・応急対策

に関する広報 

家屋倒壊、延焼被害等の状況 

警戒区域設定等情報 

避難所の開設状況 

医療機関の開設・医療救護所の設置状況 

災害応急対策の状況（地域・コミュニティごとの取組状況） 

道路交通状況（交通規制等の状況、交通機関の被害状況等） 

オ 支援情報等の広報 

市民の安否（避難所ごとの避難者数等、行方不明者） 

災害用伝言ダイヤルの利用 

デマ情報の防止、警戒状況の情報 

ボランティア活動への呼びかけ 

避難所における給食・給水・生活必需品配給など救護の状況 

帰宅困難者対策等広域的災害応急対策の状況 

ライフラインの途絶等被災状況 

臨時休校の情報等 

その他市民が必要としている情報 
 

【広報の内容】 

ア 地震発生直後の広報 

地震に関する状況（震度・規模等） 

火気使用厳禁（都市ガス漏えい等） 

感電事故防止の呼びかけ 

被害家屋からの野外待機等安全措置 

余震警戒の呼びかけ 

イ 緊急措置の広報 

火災発生等二次災害発生状況 

一時避難の呼びかけ 

市民のとるべき措置の呼びかけ（ガス栓閉止、車両使用の自粛等） 

自主防災組織の立ち上げ、初期消火・救出の呼びかけ 

ウ 避難指示・救護に関

する広報 

避難勧告・指示情報及び避難方法 

避難行動要支援者（安否確認・避難支援）の呼びかけ 

避難の際の安全措置の呼びかけ（ブレーカー遮断、携行品等） 

負傷者搬送の呼びかけ及び搬送先の情報 

学校等の措置状況 

エ 被害状況・応急対策

に関する広報 

家屋倒壊、延焼被害等の状況 

警戒区域設定等情報 

避難所の開設状況 

医療機関の開設・医療救護所の設置状況 

災害応急対策の状況（地域・コミュニティごとの取組状況） 

道路交通状況（交通規制等の状況、交通機関の被害状況等） 

オ 支援情報等の広報 

市民の安否（避難所ごとの避難者数等、行方不明者） 

災害用伝言ダイヤルの利用 

デマ情報の防止、警戒状況の情報 

ボランティア活動への呼びかけ 

避難所における給食・給水・生活必需品配給など救護の状況 

帰宅困難者対策等広域的災害応急対策の状況 

ライフラインの途絶等被災状況 

臨時休校の情報等 

その他市民が必要としている情報 
 

避難情報の

名称変更 

5 79 

(５) 報道機関への放送要請・情報発表等 

本部管理部広報・広聴班は、Ｌアラート（災害情報共有システム）を活用して東京都・報道

機関と連携して避難指示等の緊急情報を報道する。また、市において収集した災害状況は、そ

の災害規模に応じ、そのつど定時発表回数を定め、情報を提供する。 

(５) 報道機関への放送要請・情報発表等 

本部管理部広報・広聴班は、Ｌアラート（災害情報共有システム）を活用して東京都・報道

機関と連携して避難勧告等の緊急情報を報道する。また、市において収集した災害状況は、そ

の災害規模に応じ、そのつど定時発表回数を定め、情報を提供する。 

避難情報の

名称変更 
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№ ページ 修正案 現行計画 修正理由 

ア 避難指示等の報道要請 

市及び各防災機関が、通信設備等の被災により市民に対する緊急情報を伝達できない場合

は、「災害時における放送要請に関する協定」に基づき、東京都を通じて報道機関に対しテレ

ビ・ラジオ等による放送要請をする。 

※ 東京都との通信途絶など特別な事情がある場合は、報道機関に直接要請する。 

イ 災害情報の提供 

各部からの災害情報を、本部管理部広報・広聴班で取りまとめ、報道機関に対し発表を行

う。なお、個人情報については十分にプライバシー保護を配慮する。 

ア 避難勧告等の報道要請 

市及び各防災機関が、通信設備等の被災により市民に対する緊急情報を伝達できない場合

は、「災害時における放送要請に関する協定」に基づき、東京都を通じて報道機関に対しテレ

ビ・ラジオ等による放送要請をする。 

※ 東京都との通信途絶など特別な事情がある場合は、報道機関に直接要請する。 

イ 災害情報の提供 

各部からの災害情報を、本部管理部広報・広聴班で取りまとめ、報道機関に対し発表を行

う。なお、個人情報については十分にプライバシー保護を配慮する。 

6 80 

市災害対策本部

からの発表 

本部管理部広報・広聴班を窓口とし、各部の発表事項を取りまとめ、あら

かじめ定めた時間、場所において実施する。なお、災害対策本部長室での

直接取材は受け付けない。 

情報提供の主な

項目 

（ア） 災害発生の場所及び発生日時 

（イ） 被害状況 

（ウ） 応急対策の状況 

（エ） 住民に対する避難指示等の状況 

（オ） 市民に対する協力要請及び注意事項 

（カ） 支援施策に関すること 
 

市災害対策本部

からの発表 

本部管理部広報・広聴班を窓口とし、各部の発表事項を取りまとめ、あら

かじめ定めた時間、場所において実施する。なお、災害対策本部長室での

直接取材は受け付けない。 

情報提供の主な

項目 

（ア） 災害発生の場所及び発生日時 

（イ） 被害状況 

（ウ） 応急対策の状況 

（エ） 住民に対する避難勧告等の状況 

（オ） 市民に対する協力要請及び注意事項 

（カ） 支援施策に関すること 
 

避難情報の

名称変更 

7 96 

(２) 消防部の活動 

消防部は、地域に密着した消防機関として、「福生市消防団震災時における活動態勢」に基づ

き、警戒態勢及び非常配備態勢を確保し、福生市災害活動応援隊（福活隊）及び市民と協力し

て出火防止、初期消火、延焼防止、救助・救急活動等に従事する。 

出 火 防 止 
発災と同時に付近の住民に対して、出火防止と初期消火を呼びかける。必要に

より自ら初期消火を行う。 

情報収集活動 火災の発見・通報、道路障害、救助事象等を収集し、分団本部等へ報告する。 

消 火 活 動 
分団区域内の消火活動を行う。延焼火災は、署隊指揮者の指揮のもと連携して

延焼防止線の設定等の活動を行う。延焼防止後は、残火処理に当たる。 

救出・救護 地域住民との協働による救出活動や負傷者に対する応急措置、搬送を行う。 

避難道路・避難

場所の防護等 

避難指示等が出された場合は、地域住民に伝達するとともに避難誘導を実施し

避難道路及び避難場所周辺の防護活動を行い、避難者の安全を確保する。 
 

(２) 消防部の活動 

消防部は、地域に密着した消防機関として、「福生市消防団震災時における活動態勢」に基づ

き、警戒態勢及び非常配備態勢を確保し、福生市災害活動応援隊（福活隊）及び市民と協力し

て出火防止、初期消火、延焼防止、救助・救急活動等に従事する。 

出 火 防 止 
発災と同時に付近の住民に対して、出火防止と初期消火を呼びかける。必要に

より自ら初期消火を行う。 

情報収集活動 火災の発見・通報、道路障害、救助事象等を収集し、分団本部等へ報告する。 

消 火 活 動 
分団区域内の消火活動を行う。延焼火災は、署隊指揮者の指揮のもと連携して

延焼防止線の設定等の活動を行う。延焼防止後は、残火処理に当たる。 

救出・救護 地域住民との協働による救出活動や負傷者に対する応急措置、搬送を行う。 

避難道路・避難

場所の防護等 

避難勧告等が出された場合は、地域住民に伝達するとともに避難誘導を実施し

避難道路及び避難場所周辺の防護活動を行い、避難者の安全を確保する。 
 

避難情報の

名称変更 

8 97 
１ 事故発生時の市の応急措置 

危険物施設等に被害が発生した場合、本部管理部防災班は、必要に応じ市民に対する避難指

示等の措置を実施する。 

１ 事故発生時の市の応急措置 

危険物施設等に被害が発生した場合、本部管理部防災班は、必要に応じ市民に対する避難勧

告等の措置を実施する。 

避難情報の

名称変更 

9 98 

２ 石油類等危険物保管施設の応急措置 

福生消防署 

・ 関係事業所の管理者、危険物保安監督者及び危険物取扱者に対し、当該施

設の実態に応じた措置を講ずるよう指導 

(１) 危険物の流出又は爆発等のおそれのある作業及び移送の停止、施設の

応急点検と出火等の防止措置 

(２) 混触発火等による火災の防止措置と初期消火並びにタンク破壊等に

よる流出、危険物の異常反応及び浸水等による広域拡散の防止措置と応

急対策 

(３) 災害状況の把握及び状況に応じた従業員・周辺地域住民に対する人命

安全措置及び防災機関との連携活動 

(４) 発災等の場合、速やかに関係機関への連絡と消防活動の実施・火災警

戒区域の設定 

・ 必要に応じて、応急措置命令等を実施 

市 必要に応じ、市民に対する避難指示等の措置を実施 

２ 石油類等危険物保管施設の応急措置 

福生消防署 

・ 関係事業所の管理者、危険物保安監督者及び危険物取扱者に対し、当該施

設の実態に応じた措置を講ずるよう指導 

(１) 危険物の流出又は爆発等のおそれのある作業及び移送の停止、施設の

応急点検と出火等の防止措置 

(２) 混触発火等による火災の防止措置と初期消火並びにタンク破壊等に

よる流出、危険物の異常反応及び浸水等による広域拡散の防止措置と応

急対策 

(３) 災害状況の把握及び状況に応じた従業員・周辺地域住民に対する人命

安全措置及び防災機関との連携活動 

(４) 発災等の場合、速やかに関係機関への連絡と消防活動の実施・火災警

戒区域の設定 

・ 必要に応じて、応急措置命令等を実施 

市 必要に応じ、市民に対する避難の勧告等の措置を実施 

避難情報の

名称変更 
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№ ページ 修正案 現行計画 修正理由 

事 業 者 等 危険が想定される場合等は、関係機関への通報等、応急措置 

３ 液化石油ガス(プロパンガス)消費施設の応急処置 

東京都環境局 

・ 販売事業者等に対し、災害の拡大防止及び被害の軽減を指示 

・ 被害情報の収集、関東東北産業保安監督部に報告 

・ 被害拡大のおそれがある場合、防災事業所に緊急出動要請 

・ 必要な場合は、販売事業者等に緊急措置を講ずるよう指示 

市 必要に応じ、市民に対する避難指示等の措置を実施 

事 業 者 等 危険が想定される場合等は、関係機関への通報等、応急措置 

４ 火薬類保管施設の応急措置 

東京都環境局 

・ 危険防止措置を指導 

・ 被害情報を収集し、関東東北産業保安監督部に報告 

・ 必要に応じて、緊急措置命令等を実施 

市 必要に応じ、市民に対する避難指示等の措置を実施 

関東東北産業保

安監督部 

・ 危険防止措置の監督又は指導 

・ 必要に応じて、緊急措置命令等を実施 

・ 緊急の場合、未使用の火薬類の回収、返納等の措置の指示 

・ 実情を把握し、適切な指示、命令等を実施 

事 業 者 等 危険が想定される場合等は、関係機関への通報等、応急措置 
 

事 業 者 等 危険が想定される場合等は、関係機関への通報等、応急措置 

３ 液化石油ガス(プロパンガス)消費施設の応急処置 

東京都環境局 

・ 販売事業者等に対し、災害の拡大防止及び被害の軽減を指示 

・ 被害情報の収集、関東東北産業保安監督部に報告 

・ 被害拡大のおそれがある場合、防災事業所に緊急出動要請 

・ 必要な場合は、販売事業者等に緊急措置を講ずるよう指示 

市 必要に応じ、市民に対する避難の勧告等の措置を実施 

事 業 者 等 危険が想定される場合等は、関係機関への通報等、応急措置 

４ 火薬類保管施設の応急措置 

東京都環境局 

・ 危険防止措置を指導 

・ 被害情報を収集し、関東東北産業保安監督部に報告 

・ 必要に応じて、緊急措置命令等を実施 

市 必要に応じ、市民に対する避難の勧告等の措置を実施 

関東東北産業保

安監督部 

・ 危険防止措置の監督又は指導 

・ 必要に応じて、緊急措置命令等を実施 

・ 緊急の場合、未使用の火薬類の回収、返納等の措置の指示 

・ 実情を把握し、適切な指示、命令等を実施 

事 業 者 等 危険が想定される場合等は、関係機関への通報等、応急措置 
 

10 99 

５ 高圧ガス保管施設の応急処置 

東京都環境局 

・ 事業者に対し、災害の拡大防止及び被害の軽減を指示 

・ 被害情報を収集し、関東東北産業保安監督部へ報告 

・ 被害拡大のおそれがある場合、防災事業所に緊急出動要請 

・ 必要な場合は、販売事業者等に緊急措置を命令 

市 必要に応じ、市民に対する避難指示等の措置を実施 

福生警察署 

・ ガス漏れ等の事故が発生した場合、関係機関等との連絡通報 

・ 市長の要求等により、避難を指示 

・ 避難区域内への車両の交通規制 

・ 避難路の確保及び避難誘導 

福生消防署 

・ 災害の拡大等により、市民を避難させる必要がある場合の市への通報 

・ 人命危険が著しく切迫し、通報するいとまがない場合の関係機関と連携し 

た避難指示及び市へのその内容の通報 

・ 事故時の広報活動及び警戒区域に対する規制 

・ 災害応急対策の実施 

事 業 者 等 危険が想定される場合等は、関係機関への通報等、応急措置 

６ 毒物・劇物取扱施設の応急措置 

東京都福祉保健

局（健康安全研究

センター、西多摩

保健所） 

・ 毒物・劇物取扱事業者に対して、応急措置を指示 

・ 毒物・劇物の飛散等に対し、除毒作業を事業者に指示 

・ 災害情報の収集・伝達 

５ 高圧ガス保管施設の応急処置 

東京都環境局 

・ 事業者に対し、災害の拡大防止及び被害の軽減を指示 

・ 被害情報を収集し、関東東北産業保安監督部へ報告 

・ 被害拡大のおそれがある場合、防災事業所に緊急出動要請 

・ 必要な場合は、販売事業者等に緊急措置を命令 

市 必要に応じ、市民に対する避難の勧告等の措置を実施 

福生警察署 

・ ガス漏れ等の事故が発生した場合、関係機関等との連絡通報 

・ 市長の要求等により、避難を指示 

・ 避難区域内への車両の交通規制 

・ 避難路の確保及び避難誘導 

福生消防署 

・ 災害の拡大等により、市民を避難させる必要がある場合の市への通報 

・ 人命危険が著しく切迫し、通報するいとまがない場合の関係機関と連携し 

た避難勧告又は指示及び市へのその内容の通報 

・ 事故時の広報活動及び警戒区域に対する規制 

・ 災害応急対策の実施 

事 業 者 等 危険が想定される場合等は、関係機関への通報等、応急措置 

６ 毒物・劇物取扱施設の応急措置 

東京都福祉保健

局（健康安全研究

センター、西多摩

保健所） 

・ 毒物・劇物取扱事業者に対して、応急措置を指示 

・ 毒物・劇物の飛散等に対し、除毒作業を事業者に指示 

・ 災害情報の収集・伝達 

避難情報の

名称変更 
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市 

・ 必要に応じ、市民に対する避難指示等の措置を実施 

・ 給食・給水対応部は、有害物質が下水道に流入する事故が発生したときは、 

福生消防署に通報するとともに、事業者に対し、下水道への排出を防止す

るための応急の措置を講ずるよう指導する。また、東京都下水道局流域下

水道本部に流入状況を報告する。 

福生警察署 

・ 毒物・劇物の飛散、漏出等の事故が発生した場合、関係機関等との連絡通

報 

・ 市長の要求等により、避難を指示 

・ 避難区域内への車両の交通規制 

・ 避難路の確保及び避難誘導 

福生消防署 

・ 災害の進展等により、市民を避難させる必要がある場合の市への通報 

・ 人命危険が著しく切迫し、通報するいとまがない場合の関係機関と連携し

た 

避難指示及び市へのその内容の通報 

・ 事故時の広報活動及び警戒区域に対する規制 

・ 災害応急対策の実施 

事 業 者 等 危険が想定される場合等は、関係機関への通報等、応急措置 
 

市 

・ 必要に応じ、市民に対する避難の勧告等の措置を実施 

・ 給食・給水対応部は、有害物質が下水道に流入する事故が発生したときは、 

福生消防署に通報するとともに、事業者に対し、下水道への排出を防止す

るための応急の措置を講ずるよう指導する。また、東京都下水道局流域下

水道本部に流入状況を報告する。 

福生警察署 

・ 毒物・劇物の飛散、漏出等の事故が発生した場合、関係機関等との連絡通

報 

・ 市長の要求等により、避難を指示 

・ 避難区域内への車両の交通規制 

・ 避難路の確保及び避難誘導 

福生消防署 

・ 災害の進展等により、市民を避難させる必要がある場合の市への通報 

・ 人命危険が著しく切迫し、通報するいとまがない場合の関係機関と連携し

た 

避難勧告又は指示及び市へのその内容の通報 

・ 事故時の広報活動及び警戒区域に対する規制 

・ 災害応急対策の実施 

事 業 者 等 危険が想定される場合等は、関係機関への通報等、応急措置 
 

11 100 

８ 放射線使用施設の応急処置 

福生消防署 

放射線源の露出・流出による人命危険の排除を図ることを主眼とし、次の各

措置がとれるよう使用者を指導する。また、消防機関は災害応急活動を行う。 

(１) 施設の破壊による放射線源の露出、流出の防止を図るための緊急措置 

(２) 放射線源の露出、流出に伴う危険区域の設定等、人命安全に関する応

急措置 

(３) 事故の状況に応じ、火災の消火、延焼の防止、警戒区域の設定、救助、

救急等に関する必要な措置を実施 

東京都福祉保健局

及び西多摩保健所 

ＲＩ（※）使用施設での被害が発生した場合、ＲＩ管理測定班を編成し、必

要な措置を実施 

市 
関係機関との連絡を密にし、必要に応じ、市民に対する避難指示等の措置を

実施 

（※）ＲＩとは Radio Isotope（放射性同位元素）の略称 

９ 危険物輸送車両の応急対策 

福生警察署 

・ 事故の状況把握及び市民に対する広報 

・ 施設管理者等に対し、被害拡大等防止の応急措置を指示 

・ 関係機関と連携を密にし、事故の状況に応じた交通規制、警戒区域の設

定、 

救助活動等の措置 

福生消防署 
・ 関係機関と密接な情報連絡を行う。 

・ 災害応急対策の実施 

市 必要に応じ、市民に対する避難指示等の措置を実施 

事 業 者 等 危険が想定される場合等は、関係機関への通報等、応急措置 
 

８ 放射線使用施設の応急処置 

福生消防署 

放射線源の露出・流出による人命危険の排除を図ることを主眼とし、次の各

措置がとれるよう使用者を指導する。また、消防機関は災害応急活動を行う。 

(１) 施設の破壊による放射線源の露出、流出の防止を図るための緊急措置 

(２) 放射線源の露出、流出に伴う危険区域の設定等、人命安全に関する応

急措置 

(３) 事故の状況に応じ、火災の消火、延焼の防止、警戒区域の設定、救助、

救急等に関する必要な措置を実施 

東京都福祉保健局

及び西多摩保健所 

ＲＩ（※）使用施設での被害が発生した場合、ＲＩ管理測定班を編成し、必

要な措置を実施 

市 
関係機関との連絡を密にし、必要に応じ、市民に対する避難の勧告等の措置

を実施 

（※）ＲＩとは Radio Isotope（放射性同位元素）の略称 

９ 危険物輸送車両の応急対策 

福生警察署 

・ 事故の状況把握及び市民に対する広報 

・ 施設管理者等に対し、被害拡大等防止の応急措置を指示 

・ 関係機関と連携を密にし、事故の状況に応じた交通規制、警戒区域の設

定、 

救助活動等の措置 

福生消防署 
・ 関係機関と密接な情報連絡を行う。 

・ 災害応急対策の実施 

市 必要に応じ、市民に対する避難の勧告等の措置を実施 

事 業 者 等 危険が想定される場合等は、関係機関への通報等、応急措置 
 

避難情報の
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第８章 避難者対策                  

災害から市民の安全を確保するため、関係機関は相互に連携し、避難指示、誘導等必要な措

第８章 避難者対策                  

災害から市民の安全を確保するため、関係機関は相互に連携し、避難勧告・指示、誘導等必

避難情報の

名称変更 
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№ ページ 修正案 現行計画 修正理由 

置を講じる。また、家屋の損壊、滅失によって避難を必要とする市民を臨時に受け入れる避難

所を開設し、それぞれ運営連絡会を設置し、避難所の運営に当たる。 k

区
分 

発災       1h        24h         72h 

 
即時対応期 復旧対応期 

（初動態勢の確立期） 

福
生
市 

    

 

活 動 項 目 担 当 班 

第１節 避難情報 
本部管理部防災班、広報・広聴班、避難

所対応部避難所班、消防部 

第２節 避難所の開設・管理運営 

避難所対応部庶務班、避難所班、救急・

福祉対応部住民福祉班、物資・輸送・環

境部物資管理班、給食・給水対応部 

第３節 被災者の他地区への移送 本部管理部防災班 

第４節 避難における避難行動要支援者への対策 
本部管理部防災班、避難所対応部避難所

班、救急・福祉対応部住民福祉班 
 

要な措置を講じる。また、家屋の損壊、滅失によって避難を必要とする市民を臨時に受け入れ

る避難所を開設し、それぞれ運営連絡会を設置し、避難所の運営に当たる。 k

区
分 

発災       1h        24h         72h 

 
即時対応期 復旧対応期 

（初動態勢の確立期） 

福
生
市 

    

 

活 動 項 目 担 当 班 

第１節 避難勧告・指示等 
本部管理部防災班、広報・広聴班、避難

所対応部避難所班、消防部 

第２節 避難所の開設・管理運営 

避難所対応部庶務班、避難所班、救急・

福祉対応部住民福祉班、物資・輸送・環

境部物資管理班、給食・給水対応部 

第３節 被災者の他地区への移送 本部管理部防災班 

第４節 避難における避難行動要支援者への対策 
本部管理部防災班、避難所対応部避難所

班、救急・福祉対応部住民福祉班 
 

13 109 

第１節 避難情報                           

本部管理部防災班は、地震の発生によって、延焼火災、がけ崩れ等の危険性がある地域の住

民に対し、警察署・消防署等関係機関と相互に連絡をとりながら、速やかに避難の指示を行い、

避難誘導を行う。 

１ 避難情報 

本部長は、人の生命又は身体を災害から保護し、その他災害の拡大を防止するため特に必要

があると認めるときは、必要と認める地域の必要と認める居住者等に対し、避難のための立退

きを指示する。 

本部管理部防災班は、避難指示を行う場合、警察署長及び消防署長に連絡の上、要避難地域

及び避難先を定めて指示するとともに、速やかに東京都に報告する（解除の場合も同様とする）。 

また、避難のための立退きを行うことにより、かえって人の生命又は身体に危険が及ぶおそ

れがあり、かつ、事態に照らし緊急を要すると認めるときは、必要と認める地域の必要と認め

る居住者等に対し、緊急安全確保措置を指示する。 

なお、避難指示に先立ち、市民等の避難準備と避難行動要支援者等の避難開始を促すため高

齢者等避難を伝達する。 

第１節 避難勧告・指示等                      

本部管理部防災班は、地震の発生によって、延焼火災、がけ崩れ等の危険性がある地域の住

民に対し、警察署・消防署等関係機関と相互に連絡をとりながら、速やかに避難勧告又は指示

を行い、避難誘導を行う。 

１ 避難勧告・指示等 

本部長は、人の生命又は身体を災害から保護し、その他災害の拡大を防止するため特に必要

があると認めるときは、必要と認める地域の居住者等に対し、避難のための立退きを勧告し、

急を要すると認めるときは、これらの者に対し、避難のための立退きを指示する。 

本部管理部防災班は、避難の勧告・指示を行う場合、警察署長及び消防署長に連絡の上、要

避難地域及び避難先を定めて指示するとともに、速やかに東京都に報告する（解除の場合も同

様とする）。 

また、避難のための立退きを行うことにより、かえって人の生命又は身体に危険が及ぶおそ

れがあると認めるときは、必要と認める地域の居住者等に対し、屋内での待避等の安全確保措

置を指示する。 

なお、避難の勧告・指示に先立ち、市民等の避難準備と避難行動要支援者等の避難開始を促

すため避難準備・高齢者等避難開始を伝達する。 

避難情報の

名称及び発

令基準等の

変更 

14 110 

【避難情報の基準】 

区分 居住者等に求める行動 震災における発令基準（目安） 

高齢者等避難 

・避難に時間のかかる要配慮者とそ

の支援者は避難を開始する。 

・その他の人は避難の準備を整える

とともに、情報に注意を払い、自発

的に避難を開始する。 

－ 

【避難勧告等の基準】 

区分 居住者等に求める行動 震災における発令基準（目安） 

避難準備・高齢

者等避難開始 

・避難に時間のかかる要配慮者とそ

の支援者は避難を開始する。 

・その他の人は避難の準備を整える

とともに、情報に注意を払い、自発

的に避難を開始する。 

－ 

避難情報の

名称及び発

令基準等の

変更 

      ○災害情報等の収集・伝達 

      ○避難勧告又は指示の検討 

       ○警戒区域の設定と規制の実施 

      ○避難勧告又は指示の伝達 

            ○避難所の開設・運営 

 

機
関
名 

      ○災害情報等の収集・伝達 

      ○避難指示の検討 

       ○警戒区域の設定と規制の実施 

      ○避難指示の伝達 

            ○避難所の開設・運営 

 

機
関
名 
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№ ページ 修正案 現行計画 修正理由 

避難指示 

・予想される災害に対応した指定緊

急避難場所へ速やかに避難を開始

する。 

・火災が延焼し危険があるとき 

・土砂災害が発生し、余震や降雨によ

り拡大することが予想されるとき 

・がけ地に変状等が発見され、今後、

余震や降雨により土砂災害が発生す

ることが予想されるとき 

緊急安全確保 

・立退き避難はかえって命に危険を

及ぼしかねないと自ら判断する場

合には、「近隣の安全な場所」への

避難や、少しでも命が助かる可能性

の高い避難行動として、「緊急安全

確保」を行う。 

－ 

【発令権者】 

災害対策基本法等の関係法令により、次のとおり避難指示等の実施責任者及び時期が定めら

れている。 

実施責任者 要件 根拠 

市長 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、

人の生命又は身体を災害から保護し、その他災害の拡大を

防止するため特に必要があると認められるとき 

災害対策 

基本法60条 

警察官 
市長が避難のための立退きを指示することができないと

認めるとき、又は市長から要求があったとき 

災害対策 

基本法61条 

知事 
災害の発生により、市がその全部又は大部分の事務を行う

ことができなくなったとき 

災害対策 

基本法60条 

自衛官 
災害派遣を命ぜられた部隊の自衛官は災害の状況により、

特に急を要する場合で、警察官が現場にいない場合 

自衛隊法 

94条 
 

避難勧告 

・予想される災害に対応した指定緊

急避難場所へ速やかに避難を開始

する。 

・火災が延焼し危険があるとき 

・土砂災害が発生し、余震や降雨によ

り拡大することが予想されるとき 

・がけ地に変状等が発見され、今後、

余震や降雨により土砂災害が発生す

ることが予想されるとき 

避難指示 

（緊急） 

・既に災害が発生していてもおかし

くない極めて危険な状況となって

おり、未だ避難していない人は、予

想される災害に対応した指定緊急

避難場所へ緊急に避難する。 

・上記の危険が切迫しているとき 

安全確保措置 

・立退き避難はかえって命に危険を

及ぼしかねないと自ら判断する場

合には、「近隣の安全な場所」への

避難や、少しでも命が助かる可能性

の高い避難行動として、「屋内安全

確保」を行う。 

－ 

【発令権者】 

災害対策基本法等の関係法令により、次のとおり避難の勧告・指示の実施責任者及び時期が

定められている。 

実施責任者 要件 根拠 

市長 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、

人の生命又は身体を災害から保護し、その他災害の拡大を

防止するため特に必要があると認められるとき 

災害対策 

基本法60条 

警察官 
市長が避難のための立退きを指示することができないと

認めるとき、又は市長から要求があったとき 

災害対策 

基本法61条 

知事 
災害の発生により、市がその全部又は大部分の事務を行う

ことができなくなったとき 

災害対策 

基本法60条 

自衛官 
災害派遣を命ぜられた部隊の自衛官は災害の状況により、

特に急を要する場合で、警察官が現場にいない場合 

自衛隊法 

94条 
 

15 110 

２ 避難指示の伝達 

本部管理部広報・広聴班は、次のように避難指示の伝達を行う。 

(１) 伝達の内容 

避難指示を行う場合は、状況の許す限り、次の各号に掲げる事項を明らかにする。 

ア 避難対象地域（町丁名、施設等） 

イ 避難先（避難場所の名称） 

ウ 避難経路（避難場所への安全な順路） 

エ 避難指示の理由（避難要因となった危険要素の所在地、避難に要する時間等） 

オ その他必要な事項（避難行動時の最小携帯品、要配慮者の優先避難等） 

(２) 伝達の方法 

避難指示を行う場合、次の手段を用いるものとする。 

ア 防災行政無線（防災行政無線塔・文字表示盤・戸別受信機） 

イ ふっさ情報メール 

ウ あんまちツイッター 

エ 広報車 

２ 避難勧告又は指示の伝達 

本部管理部広報・広聴班は、次のように避難勧告・指示の伝達を行う。 

(１) 伝達の内容 

避難の勧告又は指示を行う場合は、状況の許す限り、次の各号に掲げる事項を明らかにする。 

ア 避難対象地域（町丁名、施設等） 

イ 避難先（避難場所の名称） 

ウ 避難経路（避難場所への安全な順路） 

エ 避難の勧告又は指示の理由（避難要因となった危険要素の所在地、避難に要する時間等） 

オ その他必要な事項（避難行動時の最小携帯品、要配慮者の優先避難等） 

(２) 伝達の方法 

避難の勧告又は指示を行う場合、次の手段を用いるものとする。 

ア 防災行政無線（防災行政無線塔・文字表示盤・戸別受信機） 

イ ふっさ情報メール 

ウ あんまちツイッター 

エ 広報車 

避難情報の

名称変更 



8 

№ ページ 修正案 現行計画 修正理由 

オ Ｌアラート（報道機関からの報道） 
 

オ Ｌアラート（報道機関からの報道） 
 

16 112 

【避難誘導方法】 

指 定 緊 急 避 難 場

所・避難所等への避

難誘導 

避難指示が出された場合、市民が自主防災組織や事業所等の単位であら

かじめ地域で定めた一時集合場所に集合し、自主防災組織や事業所等の

リーダーを中心に、集団で指定緊急避難場所（一時避難所）や指定避難

所に避難する。 

地域の実情や災害の状況により、必要な場合は、一時避難場所・広域避

難場所への直接避難も行う。 

高齢者や障害者等の避難行動要支援者を、地域住民，自主防災組織等の

協力を得ながら適切に避難誘導し、安否確認を行う。 

指定避難所等が火災等で危険と判断された場合、市災害対策本部が別に

指定する広域避難場所や他の避難所へ移動する。 

学校、事業所等にお

ける誘導 

学校・幼稚園・保育所、事業所、その他多数の人が集まる場所において

は、原則として施設の防火管理者、管理者等が、避難誘導を実施する。 

また、交通機関等における避難の誘導は、その交通機関があらかじめ定

めた防災業務計画に基づき実施する。 

５ 自主避難 

避難指示が発令されていない状況にあっても、市民は災害の危険が身に迫ったと判断したと

きは、自主的に避難する。 

【避難誘導方法】 

指 定 緊 急 避 難 場

所・避難所等への避

難誘導 

避難の勧告又は指示が出された場合、市民が自主防災組織や事業所等の

単位であらかじめ地域で定めた一時集合場所に集合し、自主防災組織や

事業所等のリーダーを中心に、集団で指定緊急避難場所（一時避難所）

や指定避難所に避難する。 

地域の実情や災害の状況により、必要な場合は、一時避難場所・広域避

難場所への直接避難も行う。 

高齢者や障害者等の避難行動要支援者を、地域住民，自主防災組織等の

協力を得ながら適切に避難誘導し、安否確認を行う。 

指定避難所等が火災等で危険と判断された場合、市災害対策本部が別に

指定する広域避難場所や他の避難所へ移動する。 

学校、事業所等にお

ける誘導 

学校・幼稚園・保育所、事業所、その他多数の人が集まる場所において

は、原則として施設の防火管理者、管理者等が、避難誘導を実施する。 

また、交通機関等における避難の誘導は、その交通機関があらかじめ定

めた防災業務計画に基づき実施する。 

５ 自主避難 

避難勧告等が発令されていない状況にあっても、市民は災害の危険が身に迫ったと判断した

ときは、自主的に避難する。 

避難情報の

名称変更 

17 116 

１ 避難行動 

(１) 災害情報の提供 

本部管理部防災班は、災害発生時又はそのおそれがある場合は、迅速な避難を促すために、

各々の避難行動要支援者が理解できる手段によって、情報提供を行う。また、高齢者等避難が

発せられた場合にも同様の措置をとる。 

１ 避難行動 

(１) 災害情報の提供 

本部管理部防災班は、災害発生時又はそのおそれがある場合は、迅速な避難を促すために、

各々の避難行動要支援者が理解できる手段によって、情報提供を行う。また、避難準備・高齢

者等避難開始が発せられた場合にも同様の措置をとる。 

避難情報の

名称変更 

18 134 

５ 危険動物逸走時の応急対策 

事故時には、必要に応じて次の措置を行う。 

(１) 住民に対する避難指示 

(２) 住民の避難誘導  

(３) 避難所の開設  

(４) 避難住民の保護 

(５) 住民に対する情報提供 

(６) 危険動物逸走の通報受理及び東京都福祉保健局への通報 

(７) 関係機関との連絡 

５ 危険動物逸走時の応急対策 

事故時には、必要に応じて次の措置を行う。 

(１) 住民に対する避難の勧告又は指示 

(２) 住民の避難誘導  

(３) 避難所の開設  

(４) 避難住民の保護 

(５) 住民に対する情報提供 

(６) 危険動物逸走の通報受理及び東京都福祉保健局への通報 

(７) 関係機関との連絡 

避難情報の

名称変更 

19 146 

第 14章 公共施設等の応急・復旧対策         
各施設の管理者は、災害対策の実施や市民生活の復旧のため、管理する公共施設等の応急・

復旧対策を推進する。 

k

区
分 

発災       1h        24h          72h 

 
即時対応期 復旧対応期 

（初動態勢の確立期） 

第 14章 公共施設等の応急・復旧対策         
各施設の管理者は、災害対策の実施や市民生活の復旧のため、管理する公共施設等の応急・

復旧対策を推進する。 

k

区
分 

発災       1h        24h          72h 

 
即時対応期 復旧対応期 

（初動態勢の確立期） 

避難情報の

名称変更 

機
関
名 

機
関
名 
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各
道
路
管
理
者 

    

国
・
福
生
市 

    

福
生
市 

    

Ｊ
Ｒ
東
日
本 

    

各
施
設
管
理
者 

    

 

各
道
路
管
理
者 

    

国
・
福
生
市 

    

福
生
市 

    

Ｊ
Ｒ
東
日
本 

    

各
施
設
管
理
者 

    

 

20 147 
３ 危険箇所等 

がけ崩れ、土砂災害（特別）警戒区域等の被害状況を調査し、危険な場合は、警戒区域の設

定、避難指示、道路通行規制及び応急措置を講じる。 

３ 危険箇所等 

がけ崩れ、土砂災害（特別）警戒区域等の被害状況を調査し、危険な場合は、警戒区域の設

定、避難勧告、道路通行規制及び応急措置を講じる。 

避難情報の

名称変更 

21 149 

第４節 危険箇所等                         

１ 応急措置及び応急復旧対策 

給食・給水対応部施設班は、物資輸送班、市内調査班と協力し、がけ崩れ、土砂災害（特別）

警戒区域等の被害状況を調査し、危険な場合は、警戒区域の設定、避難指示、道路通行規制を

実施し、応急的な安全対策を講じ、二次災害の防止に努める。 

第４節 危険箇所等                         

１ 応急措置及び応急復旧対策 

給食・給水対応部施設班は、物資輸送班、市内調査班と協力し、がけ崩れ、土砂災害（特別）

警戒区域等の被害状況を調査し、危険な場合は、警戒区域の設定、避難勧告、道路通行規制を

実施し、応急的な安全対策を講じ、二次災害の防止に努める。 

避難情報の

名称変更 

22 183 

１ 想定浸水区域の避難対策 

市は、福生市多摩川洪水・内水ハザードマップの市民への周知を図り、安全な避難対策を推

進する。 

洪水・内水ハザ

ードマップの周

知 

洪水・内水ハザードマップの市民への周知を図り、災害時に安全な避

難誘導を実施する。 

避難情報の発令

基準の明確化 

気象情報、流域の雨量情報や多摩川の水位情報等により避難情報の発

令基準を定める。 
 

１ 想定浸水区域の避難対策 

市は、福生市多摩川洪水・内水ハザードマップの市民への周知を図り、安全な避難対策を推

進する。 

洪水・内水ハザ

ードマップの周

知 

洪水・内水ハザードマップの市民への周知を図り、災害時に安全な避

難誘導を実施する。 

避難準備・勧告

等基準の明確化 

気象情報、流域の雨量情報や多摩川の水位情報等により避難準備・勧

告・指示の基準を定める。 
 

避難情報の

名称変更 

＜道路・橋梁＞ 

      ○緊急点検 

      ○他の道路管理者への通報 

          ○道路交通の確保 

          ○障害物除去 

 

＜河川＞ 

     ○被害状況調査 

     ○警戒区域の設定、避難勧告、通行規制の実施 

 

 

＜急傾斜地崩壊防止施設＞ 

     ○被害状況調査 

     ○警戒区域の設定、避難勧告、通行規制の実施 

 

＜鉄道＞ 

     ○被害状況調査 

         ○駅における混乱防止 

         ○乗客等の安全確保 

                   ○応急復旧作業 

 
＜社会公共施設＞ 

        ○各施設における人命の安全確保 

                ○施設の応急危険度判定 

                              ○各施設の 

                               応急復旧作業 

 

＜道路・橋梁＞ 

      ○緊急点検 

      ○他の道路管理者への通報 

          ○道路交通の確保 

          ○障害物除去 

 

＜河川＞ 

     ○被害状況調査 

     ○警戒区域の設定、避難指示、通行規制の実施 

 

 

＜急傾斜地崩壊防止施設＞ 

     ○被害状況調査 

     ○警戒区域の設定、避難指示、通行規制の実施 

 

＜鉄道＞ 

     ○被害状況調査 

         ○駅における混乱防止 

         ○乗客等の安全確保 

                   ○応急復旧作業 

 
＜社会公共施設＞ 

        ○各施設における人命の安全確保 

                ○施設の応急危険度判定 

                              ○各施設の 

                               応急復旧作業 
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№ ページ 修正案 現行計画 修正理由 

23 184 
１ 土砂災害の防止対策 

平成 24 年３月、拝島段丘崖沿いに土砂災害警戒区域※1 が 17 箇所、その内土砂災害特別警

戒区域※2が 14 箇所指定された。市は、関係機関と連携してこれらの箇所において、崩壊によ

る被害の発生防止や予防措置を講ずる。 

警戒避難体制の

確立 

(１) 土砂災害警戒区域等について、標識を設置し周知を図る。 

(２) 「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関す

る法律」（平成 12 年法律 57 号。以下、「土砂災害防止法」という。）

に基づき東京都知事により指定を受けた土砂災害警戒区域につい

て、警戒区域ごとに土砂災害に関する情報の収集伝達、予警報の収

集伝達、避難、救助など、必要な警戒避難体制に関する事項を定め

る。また、ハザードマップ等により住民への周知を図る。 

避難情報の明確

化 

(１) 降雨量に応じた警戒・避難基準の整備、避難体制の確立を図る

とともに、長雨や豪雨時には随時パトロールを行い、近隣の居住者

に対してあらかじめ注意を喚起する。 

(２) 東京都と気象庁が共同で発表する土砂災害警戒情報を、避難情

報を発令する際の判断に活用する。 

斜面林の保全 

及び保安措置 

急傾斜地の多くは火災延焼防止機能を持つ骨格的な緑地帯であり、緑

地としての保全に努める。また、土砂災害を防ぐため立木伐採や土砂

採取等の行為制限等を行うとともに必要に応じ保安措置を講ずる。 

危険区域等の 

指定及び対策 

必要に応じ東京都と協力し、土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区

域等の指定による建築の制限・指導等を行う。 

危険が予想される箇所については、急傾斜地崩壊危険区域（急傾斜地

の崩壊による災害の防止に関する法律）への指定及び崩壊防止工事を

東京都が実施する。 
 

１ 土砂災害の防止対策 

平成 24 年３月、拝島段丘崖沿いに土砂災害警戒区域※1 が 17 箇所、その内土砂災害特別警

戒区域※2が 14 箇所指定された。市は、関係機関と連携してこれらの箇所において、崩壊によ

る被害の発生防止や予防措置を講ずる。 

警戒避難体制の

確立 

(１) 土砂災害警戒区域等について、標識を設置し周知を図る。 

(２) 「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関す

る法律」（平成 12 年法律 57 号。以下、「土砂災害防止法」という。）

に基づき東京都知事により指定を受けた土砂災害警戒区域につい

て、警戒区域ごとに土砂災害に関する情報の収集伝達、予警報の収

集伝達、避難、救助など、必要な警戒避難体制に関する事項を定め

る。また、ハザードマップ等により住民への周知を図る。 

避難準備・勧

告・指示の明確

化 

(１) 降雨量に応じた警戒・避難基準の整備、避難体制の確立を図る

とともに、長雨や豪雨時には随時パトロールを行い、近隣の居住者

に対してあらかじめ注意を喚起する。 

(２) 東京都と気象庁が共同で発表する土砂災害警戒情報を、避難勧

告等を発表する際の判断に活用する。 

斜面林の保全 

及び保安措置 

急傾斜地の多くは火災延焼防止機能を持つ骨格的な緑地帯であり、緑

地としての保全に努める。また、土砂災害を防ぐため立木伐採や土砂

採取等の行為制限等を行うとともに必要に応じ保安措置を講ずる。 

危険区域等の 

指定及び対策 

必要に応じ東京都と協力し、土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区

域等の指定による建築の制限・指導等を行う。 

危険が予想される箇所については、急傾斜地崩壊危険区域（急傾斜地

の崩壊による災害の防止に関する法律）への指定及び崩壊防止工事を

東京都が実施する。 
 

避難情報の

名称変更 

24 189 台風の接近・上陸に伴う多摩川の洪水を対象とした避難情報の発令等に着目したタイムライン

（防災行動計画） 

※末尾に掲載 

 

 避難情報の

名称変更 

25 191 １ 休日・夜間等に突発的に気象警報等が発表された場合には、情報監視態勢を取る。 

２ 気象状態の悪化により被害が予想されるときは、風水害情報連絡会を開催する。 

３ 台風の接近、大雨等気象状況の変化が予測できる場合には、招集のための連絡態勢を

敷く。 

４ 突発的な気象災害については、状況に応じて招集をかける。 

５ 風水害緊急対策会議が設置される。 

６ 人的被害の発生時や避難情報の発令が必要となる状況にあっては、風水害緊急対策会

議の具申に基づき市長は災害対策本部を設置する。 

 

【活動組織の流れ】 

１ 休日・夜間等に突発的に気象警報等が発表された場合には、情報監視態勢を取る。 

２ 気象状態の悪化により被害が予想されるときは、風水害情報連絡会を開催する。 

３ 台風の接近、大雨等気象状況の変化が予測できる場合には、招集のための連絡態勢を

敷く。 

４ 突発的な気象災害については、状況に応じて招集をかける。 

５ 風水害緊急対策会議が設置される。 

６ 人的被害の発生時や避難勧告等が必要となる状況にあっては、風水害緊急対策会議の

具申に基づき市長は災害対策本部を設置する。 

 

【活動組織の流れ】 

避難情報の

名称変更 
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№ ページ 修正案 現行計画 修正理由 

 
 

 
 

26 192 

１ 災害対策組織の設置基準 

次の場合には、設置要綱又は災害本部条例に基づく災害対策組織を設置する。 

(１) 風水害情報連絡

会の開催 

風水害情報連絡会は、予想される気象災害について風水害緊急対

策会議の内部機関として、次の場合開催する。 

ア 気象状態の悪化により被害が予想されるとき（台風の進路に

当たる場合など、おおむね 24 時間以内の風水害の影響の予想） 

イ 福生市に大雨警報・洪水警報など気象警報が発表された場合 

ウ 職員の招集の検討が必要な場合 

(２) 風水害緊急対策

会議の設置 

次の場合には、福生市災害等緊急対策会議設置要綱に基づき、風

水害緊急対策会議を設置する。 

ア 風水害による影響がおおむね 12 時間以内に発生することが

予想される場合 

イ 風水害情報連絡会から風水害緊急対策会議の設置について

具申があった場合 

ウ 多摩川に氾濫注意情報が発表された場合 

(３) 災害対策本部の

設置 

多摩川に氾濫警戒情報が発表されるなど、人的被害や高齢者等避

難、避難指示が必要となる状況にあっては、緊急対策会議の具申

に基づき市長は災害対策本部を設置する。 

２ 災害対策本部への移行 

風水害等による人的被害が発生している場合、高齢者等避難、避難指示の必要がある場合又

は緊急対策会議の態勢では対応できないと判断される場合には、速やかに市長を本部長とする

災害対策本部を設置し、災害対応職員マニュアルの組織体制により必要な活動を開始する。 

 

１ 災害対策組織の設置基準 

次の場合には、設置要綱又は災害本部条例に基づく災害対策組織を設置する。 

(１) 風水害情報連絡

会の開催 

風水害情報連絡会は、予想される気象災害について風水害緊急対

策会議の内部機関として、次の場合開催する。 

ア 気象状態の悪化により被害が予想されるとき（台風の進路に

当たる場合など、おおむね 24 時間以内の風水害の影響の予想） 

イ 福生市に大雨警報・洪水警報など気象警報が発表された場合 

ウ 職員の招集の検討が必要な場合 

(２) 風水害緊急対策

会議の設置 

次の場合には、福生市災害等緊急対策会議設置要綱に基づき、風

水害緊急対策会議を設置する。 

ア 風水害による影響がおおむね 12 時間以内に発生することが

予想される場合 

イ 風水害情報連絡会から風水害緊急対策会議の設置について

具申があった場合 

ウ 多摩川に氾濫注意情報が発表された場合 

(３) 災害対策本部の

設置 

多摩川に氾濫警戒情報が発表されるなど、人的被害や避難準備・

高齢者等避難開始、避難勧告等が必要となる状況にあっては、緊

急対策会議の具申に基づき市長は災害対策本部を設置する。 

２ 災害対策本部への移行 

風水害等による人的被害が発生している場合、避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告等の

必要がある場合又は緊急対策会議の態勢では対応できないと判断される場合には、速やかに市

長を本部長とする災害対策本部を設置し、災害対応職員マニュアルの組織体制により必要な活

動を開始する。 

避難情報の

名称変更 

 

27 195 

(２) 風水害緊急対策会議の活動 

情報収集活動 

(１) 防災係は、国土交通省京浜河川事務所、東京都総合防災部、東京都建

設局西多摩建設事務所、気象庁、白丸ダム、小河内ダムからの河川情報、

雨量情報、放流情報等を収集する。 

(２) 警察署、消防署、ＪＲ及びライフライン関係機関からの情報収集に努

める。 

(２) 風水害緊急対策会議の活動 

情報収集活動 

(１) 防災係は、国土交通省京浜河川事務所、東京都総合防災部、東京都建

設局西多摩建設事務所、気象庁、白丸ダム、小河内ダムからの河川情報、

雨量情報、放流情報等を収集する。 

(２) 警察署、消防署、ＪＲ及びライフライン関係機関からの情報収集に努

める。 

避難情報の

名称変更 

災害対策本部 
風水害 

情報連絡会 

 

気象状態の悪化の予想 

24 時間以内の災害発生予想 

大雨警報・洪水警報の発表、

又は同様の状況の場合 

 

12 時間以内の災害発生予想 

多摩川の氾濫注意情報の発表 

多摩川の氾濫警戒情報の

発表 

避難情報の発令の必要性 

人的被害の発生 

災害対策組

織 

気象情報・被害情報等収集  ※被害状況に対応した組織・配備体制の見直し 

 

警戒活動・応急対策の実施 

風水害 

緊急対策会議 

 

気象状況等 

災害対策本部 
風水害 

情報連絡会 

 

気象状態の悪化の予想 

24 時間以内の災害発生予想 

大雨警報・洪水警報の発表、

又は同様の状況の場合 

 

12 時間以内の災害発生予想 

多摩川の氾濫注意情報の発表 

多摩川の氾濫警戒情

報の発表 

避難勧告等の必要性 

人的被害の発生 

災害対策組

織 

気象情報・被害情報等収集  ※被害状況に対応した組織・配備体制の見直し 

 

警戒活動・応急対策の実施 

風水害 

緊急対策会議 

 

気象状況等 
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№ ページ 修正案 現行計画 修正理由 

(３) 風水害に関する各課の状況、所管施設の対応等は防災係に集約する。 

(４) 都市建設部職員は、道路・公園等の冠水状況等市内の警戒を実施し、

情報収集に当たる。 

水防対応 

(１) 緊急対応班は、冠水及び浸水に備え、水防資材の準備をする。 

(２) 運搬用車両の確保 

(３) 水害等被害防止に努める。 

住民対応 

(１) 住宅に床下・床上浸水あるいは土砂災害のおそれがあり、避難情報を

公表した場合、自主避難に備えて避難所を開設する。 

(２) 避難所が開設されたことを防災行政無線及び広報車により地域住民に

知らせる措置をとる（避難指示ではない。）。 

(３) 避難所は、防災計画記載の避難所を参考に決定する。 

ライフライン

関係機関との

連絡 

ライフライン関係の各機関と災害の状況、復旧の状況等相互に緊密な情報連

絡を取り、市民生活の早期の復興に努める 

消防団活動 
(１) 消防団長からの指示により風水害警戒活動及び水防活動に当たる。 

(２) 避難誘導、住民の救出・救護に当たる。 
 

(３) 風水害に関する各課の状況、所管施設の対応等は防災係に集約する。 

(４) 都市建設部職員は、道路・公園等の冠水状況等市内の警戒を実施し、

情報収集に当たる。 

水防対応 

(１) 緊急対応班は、冠水及び浸水に備え、水防資材の準備をする。 

(２) 運搬用車両の確保 

(３) 水害等被害防止に努める。 

住民対応 

(１) 住宅に床下・床上浸水あるいは土砂災害のおそれがあり、避難情報を

公表した場合、自主避難に備えて避難所を開設する。 

(２) 避難所が開設されたことを防災行政無線及び広報車により地域住民に

知らせる措置をとる（避難勧告や避難指示ではない。）。 

(３) 避難所は、防災計画記載の避難所を参考に決定する。 

ライフライン

関係機関との

連絡 

ライフライン関係の各機関と災害の状況、復旧の状況等相互に緊密な情報連

絡を取り、市民生活の早期の復興に努める 

消防団活動 
(１) 消防団長からの指示により風水害警戒活動及び水防活動に当たる。 

(２) 避難誘導、住民の救出・救護に当たる。 
 

28 200  

 

         発災（被害の発生） 

事前情報 

収集期 

初動態勢の確立

期 
災害即応期 応急対応期 

 

    

東
京
都
水
防
本
部 

(

建
設
局)

 

    

東
京
消
防
庁 

    

 

 

 

         発災（被害の発生） 

事前情報 

収集期 

初動態勢の確立

期 
災害即応期 応急対応期 

 

    

東
京
都
水
防
本
部 

(

建
設
局)

 

    

東
京
消
防
庁 

    

 

避難情報の

名称変更 

○気象情報、洪水予報等の収集・市民への伝達 

○水防警報の発表 

  ○水防活動の実施 

          ○災害対策本部の設置 

             ○事前避難(避難準備) 

               ○高齢者等避難・避難指示 

                  ○関連機関への応援要請 

                     ○市民への立退き指示 

                       ○災害派遣要請、広域応援要請 

             
○気象情報、水位情報等の収集・伝達 

     【連絡態勢】【警戒配備態勢】【非常配備態勢】 

○区市町村の水防活動支援 

              ○点検対象施設現場調査 

                   ○被害状況の把握 

                               ○応急復旧 

○気象情報、水位情報等の収集・伝達 

 【必要に応じて水防態勢発令】   【水防態勢発令】 

【必要に応じて第一～第四非常配備態勢発令】 

 ○第一非常配備態勢以上発令で水防部隊を編成 

         ○事前計画(水防基本計画等)に基づく活動 

                   ○必要に応じて現場救護所を設置 

                   ○知事に対し緊急消防援助隊の派遣要請 

福

生

市

福
生
市 

 

機
関
名 

 区
分 

 

○気象情報、洪水予報等の収集・市民への伝達 

○水防警報の発表 

  ○水防活動の実施 

          ○災害対策本部の設置 

             ○事前避難(避難準備) 

               ○避難勧告・指示 

                  ○関連機関への応援要請 

                     ○市民への立退き指示 

                       ○災害派遣要請、広域応援要請 

             
○気象情報、水位情報等の収集・伝達 

     【連絡態勢】【警戒配備態勢】【非常配備態勢】 

○区市町村の水防活動支援 

              ○点検対象施設現場調査 

                   ○被害状況の把握 

                               ○応急復旧 

○気象情報、水位情報等の収集・伝達 

 【必要に応じて水防態勢発令】   【水防態勢発令】 

【必要に応じて第一～第四非常配備態勢発令】 

 ○第一非常配備態勢以上発令で水防部隊を編成 

         ○事前計画(水防基本計画等)に基づく活動 

                   ○必要に応じて現場救護所を設置 

                   ○知事に対し緊急消防援助隊の派遣要請 

福

生

市

福
生
市 

 

機
関
名 

 区
分 
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№ ページ 修正案 現行計画 修正理由 

29 201 

１ 市の体制及び活動 

市は水防管理団体として、出水期前に河川等の巡視を行い、水防上危険であると認められる

箇所があるときは、その管理者に連絡して必要な措置を求める。また、気象状況等により洪水

のおそれがあるときは、直ちに事態に即応した配備態勢をとるとともに、おおむね次の水防活

動を行う。 

監視巡回 

気象状況及び水位に応じて河川管理者（京浜河川事務所多摩川上流出張

所）、東京都建設局西多摩建設事務所、消防機関と緊密な連絡のもとに河川

等の監視警戒を行い、異常を発見したときは直ちに関係機関に連絡すると

ともに、事態に即応した措置を講ずる。（多摩川重要水防箇所：資料－18〈Ｐ

289〉参照） 

資器材調達 水防作業に必要な資器材の調達を行う。 

消防機関へ

の出動要請 

次の場合には、消防機関に対し、出動することを要請する。この場合は直

ちに東京都建設局（水防本部）に報告する。 

(１) 水防警報により、出動又は指示の警告があったとき。 

(２) 水位が氾濫注意水位に達し、危険のおそれがあるとき。 

(３) その他水防上必要と認めたとき。 

関係機関に 

通知 

堤防その他の施設が決壊又はこれに準ずる事態が発生したときは、直ちに

関係機関に通知する。また、決壊したときは、できる限り氾濫による被害

が拡大しないように努める。 

避難情報の

発令 

洪水による著しい危険が切迫しているときは、必要と認める区域の居住者

に対し、立退、又はその準備を指示する。この場合、遅滞なく警察署長に、

その旨を通知する。 

出動要請等 

水防のため緊急の必要があるときは以下の出動要請・応援要請を実施する。 

(１) 現場の秩序あるいは保全維持のため警察署長に対して、警察官の出

動を求める。 

(２) 他の水防管理者に対し、応援を求める。 

(３) 知事に対し自衛隊の派遣を要請する。 
 

１ 市の体制及び活動 

市は水防管理団体として、出水期前に河川等の巡視を行い、水防上危険であると認められる

箇所があるときは、その管理者に連絡して必要な措置を求める。また、気象状況等により洪水

のおそれがあるときは、直ちに事態に即応した配備態勢をとるとともに、おおむね次の水防活

動を行う。 

監視巡回 

気象状況及び水位に応じて河川管理者（京浜河川事務所多摩川上流出張

所）、東京都建設局西多摩建設事務所、消防機関と緊密な連絡のもとに河川

等の監視警戒を行い、異常を発見したときは直ちに関係機関に連絡すると

ともに、事態に即応した措置を講ずる。（多摩川重要水防箇所：資料－18〈Ｐ

289〉参照） 

資器材調達 水防作業に必要な資器材の調達を行う。 

消防機関へ

の出動要請 

次の場合には、消防機関に対し、出動することを要請する。この場合は直

ちに東京都建設局（水防本部）に報告する。 

(１) 水防警報により、出動又は指示の警告があったとき。 

(２) 水位が氾濫注意水位に達し、危険のおそれがあるとき。 

(３) その他水防上必要と認めたとき。 

関係機関に 

通知 

堤防その他の施設が決壊又はこれに準ずる事態が発生したときは、直ちに

関係機関に通知する。また、決壊したときは、できる限り氾濫による被害

が拡大しないように努める。 

避難勧告等 

洪水による著しい危険が切迫しているときは、必要と認める区域の居住者

に対し、立退、又はその準備を指示する。この場合、遅滞なく警察署長に、

その旨を通知する。 

出動要請等 

水防のため緊急の必要があるときは以下の出動要請・応援要請を実施する。 

(１) 現場の秩序あるいは保全維持のため警察署長に対して、警察官の出

動を求める。 

(２) 他の水防管理者に対し、応援を求める。 

(３) 知事に対し自衛隊の派遣を要請する。 
 

避難情報の

名称変更 

30 202 

気象情報 

気象庁が発表する水防活動に用いる気象等の注意報、警報は、大雨注意報、洪

水注意報、大雨警報、洪水警報、大雨特別警報である。 

気象情報の入手方法 

(１) 東京都災害情報システム(ＤＩＳ) 

東京都建設局河川水位情報、国土交通省解析雨量、アメダス実況による各

種情報収集が可能。 

(２) 防災情報提供システム 

気象庁が、発表する各種防災気象情報を防災機関に提供するシステムで、

きめ細かい情報の入手が可能であり、市が避難指示等の判断の参考に利用可

能。 

洪水予報 

国土交通大臣と気象庁長官とが共同で発表 

(１) 多摩川氾濫注意情報 

（多摩川の基準地点：調布橋、石原、田園調布〈上〉） 

基準地点のいずれかの水位が、氾濫注意水位に到達し、さらに水位上昇が

見込まれるとき。 

(２) 多摩川氾濫警戒情報 

基準地点のいずれかの水位が、氾濫危険水位に到達すると見込まれると

き、あるいは避難判断水位に到達し、さらに水位上昇が見込まれるとき。 

(３) 多摩川氾濫危険情報 

気象情報 

気象庁が発表する水防活動に用いる気象等の注意報、警報は、大雨注意報、洪

水注意報、大雨警報、洪水警報、大雨特別警報である。 

気象情報の入手方法 

(１) 東京都災害情報システム(ＤＩＳ) 

東京都建設局河川水位情報、国土交通省解析雨量、アメダス実況による各

種情報収集が可能。 

(２) 防災情報提供システム 

気象庁が、発表する各種防災気象情報を防災機関に提供するシステムで、

きめ細かい情報の入手が可能であり、市が避難勧告等の判断の参考に利用可

能。 

洪水予報 

国土交通大臣と気象庁長官とが共同で発表 

(１) 多摩川氾濫注意情報 

（多摩川の基準地点：調布橋、石原、田園調布〈上〉） 

基準地点のいずれかの水位が、氾濫注意水位に到達し、さらに水位上昇が

見込まれるとき。 

(２) 多摩川氾濫警戒情報 

基準地点のいずれかの水位が、氾濫危険水位に到達すると見込まれると

き、あるいは避難判断水位に到達し、さらに水位上昇が見込まれるとき。 

(３) 多摩川氾濫危険情報 
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№ ページ 修正案 現行計画 修正理由 

基準地点のいずれかの水位が、氾濫危険水位に到達したとき。 

(４) 多摩川氾濫発生情報 

洪水予報を行う区域において、氾濫が発生したとき。 
 

基準地点のいずれかの水位が、氾濫危険水位に到達したとき。 

(４) 多摩川氾濫発生情報 

洪水予報を行う区域において、氾濫が発生したとき。 
 

31 204 消防団は、重要水防区域及び危険な箇所や二次災害につながるおそれのある堤防施設等の監

視、警戒を行い、浸水、氾濫危険の把握に努める。特に、集中豪雨等による急激な出水・増水

に迅速に対処するとともに、避難情報に基づく的確な活動の実施に努める。 

消防団は、重要水防区域及び危険な箇所や二次災害につながるおそれのある堤防施設等の監

視、警戒を行い、浸水、氾濫危険の把握に努める。特に、集中豪雨等による急激な出水・増水

に迅速に対処するとともに、的確な避難の勧告・指示の実施に努める。 

避難情報の

名称変更 

32 206 「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 12 年法律第 57

号。以下、「土砂災害防止法」という）」に基づき、東京都が平成 24 年３月 29 日に指定した本

市の危険箇所は、「土砂災害特別警戒区域」14 箇所及び「土砂災害警戒区域」17 箇所である。 

 

         発災（被害の発生） 

事前情報 

収集期 

初動態勢の確立

期 
災害即応期 応急対応期 

福
生
市 

    

東

京

都     

 

「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 12 年法律第 57

号。以下、「土砂災害防止法」という）」に基づき、東京都が平成 24 年３月 29 日に指定した本

市の危険箇所は、「土砂災害特別警戒区域」14 箇所及び「土砂災害警戒区域」17 箇所である。 

 

         発災（被害の発生） 

事前情報 

収集期 

初動態勢の確立

期 
災害即応期 応急対応期 

福
生
市 

    

東

京

都     

 

避難情報の

名称変更 

33 206 土砂災害警戒情報とは、大雨により土砂災害の危険度が高まった市町村を特定し、東京都と

気象庁が共同して発表する情報である。市町村長が避難情報の発令などの災害応急対応を適時

適切に行えるよう、また、住民の自主避難の判断等に利用できることを目的としている。 

市は、当該情報が発表された場合は、土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の警戒を

重点的に行うとともに、防災行政無線、市ホームページ、広報車、報道機関等を活用するとと

もに消防団や自主防災組織と連携し、市民に対して警戒等の呼びかけを行い、自主避難を促す。

また、市長が避難情報を発表する際の判断に活用する。 

土砂災害警戒情報とは、大雨により土砂災害の危険度が高まった市町村を特定し、東京都と

気象庁が共同して発表する情報である。市町村長が避難勧告等の災害応急対応を適時適切に行

えるよう、また、住民の自主避難の判断等に利用できることを目的としている。 

市は、当該情報が発表された場合は、土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の警戒を

重点的に行うとともに、防災行政無線、市ホームページ、広報車、報道機関等を活用するとと

もに消防団や自主防災組織と連携し、市民に対して警戒等の呼びかけを行い、自主避難を促す。

また、市長が避難情報を発表する際の判断に活用する。 

避難情報の

名称変更 

34 209  

 

         発災（被害の発生） 

事前情報 

収集期 
初動態勢の確立期 災害即応期 応急対応期 

福
生
市 

    

  

活 動 項 目 担 当 班 

第１節 避難の基本  

第２節 避難情報 
本部管理部防災班、広報・広聴班、避難所対

応部避難所班、消防部 

第３節 要配慮者対策 救急・福祉対応部庶務班、住民福祉班 

第４節 避難所の開設・管理運営 
避難所対応部庶務班、避難所班 

本部管理部防災班 
 

 

 

         発災（被害の発生） 

事前情報 

収集期 
初動態勢の確立期 災害即応期 応急対応期 

福
生
市 

    

  

活 動 項 目 担 当 班 

第１節 避難の基本  

第２節 避難勧告・指示等 
本部管理部防災班、広報・広聴班、避難所対

応部避難所班、消防部 

第３節 要配慮者対策 救急・福祉対応部庶務班、住民福祉班 

第４節 避難所の開設・管理運営 
避難所対応部庶務班、避難所班 

本部管理部防災班 
 

避難情報の

名称変更 

○気象情報、洪水予報等の収集・市民への伝達 

○土砂災害前兆現象の収集・伝達 

         ○高齢者等避難・避難指示 

               ○関連機関への応援要請 

                      

○気象情報、洪水予報等の収集・市民への伝達 

           ○土砂災害警戒情報の発表 

区
分 

機
関
名 

○気象情報、洪水予報等の収集・市民への伝達 

○土砂災害前兆現象の収集・伝達 

         ○避難勧告・指示 

               ○関連機関への応援要請 

                      

○気象情報、洪水予報等の収集・市民への伝達 

           ○土砂災害警戒情報の発表 

区
分 

機
関
名 

○気象情報、洪水予報等の収集・市民への伝達 

     ○災害対策本部の設置 

              ○高齢者等避難（要配慮者利用施設、 

避難行動要支援者） 

○避難指示 

                  ○東京都、関係機関への連絡  

                 

             

機
関
名 

区
分 

○気象情報、洪水予報等の収集・市民への伝達 

     ○災害対策本部の設置 

              ○避難準備・高齢者等避難開始（要配慮者利用施設、 

避難行動要支援者） 

○避難勧告・指示 

                  ○東京都、関係機関への連絡  

                 

             

機
関
名 

区
分 



15 
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35 209 

１ 水平避難 

洪水予報や土砂災害警戒情報に基づき、避難対象地域から安全な緊急避難場所（※）等へ、

時間的余裕をもって事前に避難することを基本とする。 

市長は、高齢者等避難、避難指示を発令し、避難所対応部避難所班及び消防部、自主防災組

織等が誘導する。 

（※）緊急避難場所：風水害対策計画においては、対象とする災害に対して安全で堅牢な公共施設等 

２ 垂直避難 

堤防決壊による急速な氾濫拡大や暴風雨等により、安全な緊急避難場所等へ避難する時間的

余裕がない場合や、避難行動がかえって危険な場合は、自宅を含めた堅牢建物の上層階に留ま

る屋内安全確保を基本とする。 

市長は、屋外が危険な場合には緊急安全確保を発令する。 

１ 水平避難 

洪水予報や土砂災害警戒情報に基づき、避難対象地域から安全な緊急避難場所（※）等へ、

時間的余裕をもって事前に避難することを基本とする。 

市長は、避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）を発令し、避難所対応

部避難所班及び消防部、自主防災組織等が誘導する。 

（※）緊急避難場所：風水害対策計画においては、対象とする災害に対して安全で堅牢な公共施設等 

２ 垂直避難 

堤防決壊による急速な氾濫拡大や暴風雨等により、安全な緊急避難場所等へ避難する時間的

余裕がない場合や、避難行動がかえって危険な場合は、自宅を含めた堅牢建物の上層階に留ま

る屋内安全確保を基本とする。 

市長は、屋外が危険な場合には屋内安全確保の避難行動を伝達する。 

避難情報の

名称変更 

36 210 
第２節 避難情報                         

１ 避難情報 

本部長は、人の生命又は身体を災害から保護し、その他災害の拡大を防止するため特に必要

があると認めるときは、必要と認める地域の必要と認める居住者等に対し、避難のための立退

きを指示する。 

本部管理部防災班は、避難指示を行う場合、警察署長及び消防署長に連絡の上、要避難地域

及び避難先を定めて指示するとともに、速やかに東京都本部に報告する（解除の場合も同様と

する）。 

また、避難のための立退きを行うことによりかえって人の生命又は身体に危険が及ぶおそれ

があり、かつ、事態に照らし緊急を要すると認められるときは、必要と認める地域の必要と認

める居住者等に対し、緊急安全確保措置を指示する。 

なお、避難指示に先立ち、市民等の避難準備と避難行動要支援者等の避難開始を促すため高

齢者等避難を伝達する。 

【河川洪水に係る避難情報を発令する基準】 

避難情報の種類 発令時の基準 市民に呼びかける行動 

（警戒レベル３） 

高齢者等避難 

(１) 多摩川調布橋の水位が避難判断水位（レベル３水位）

に到達し、水位予測において引き続き水位上昇が見込まれ

ている場合 

(２) 多摩川調布橋の水位が避難判断水位（レベル３水位）

に到達し、かつ、市が監視する量水標（五日市線架橋等）

において、さらに水位の上昇が予想される場合（又は堤防

天端から１ｍ程度下まで水位が上昇したとき） 

(３) 多摩川の洪水の危険度分布（水害リスクライン）で

「避難判断水位の超過に相当（赤）」になった場合 

(４) 堤防に軽微な漏水・侵食等が発見された場合 

(５) 高齢者等避難の発令が必要となるような強い雨を伴

う台風等が、夜間から明け方に接近・通過することが予想

される場合（夕刻時点で発令） 

・非常持出品の準備 

・避難場所の確認 

・家族との連絡方法の

確認 

・家財を高いところに

移動 

・地下室等の浸水防止

策 

・テレビ、ラジオ等の

気象情報の確認 

・避難行動要支援者の

支援 

（警戒レベル４） 

避難指示 

(１) 多摩川調布橋の水位が氾濫危険水位（レベル４水位）

に到達した場合 

(２) 多摩川の洪水の危険度分布（水害リスクライン）で

・電気、ガス等の安全

措置 

・避難行動 

第２節 避難勧告・指示等                      

１ 避難勧告・指示等 

本部長は、人の生命又は身体を災害から保護し、その他災害の拡大を防止するため特に必要

があると認めるときは、必要と認める地域の居住者等に対し、避難のための立退きを勧告し、

急を要すると認めるときは、これらの者に対し、避難のための立退きを指示する。 

本部管理部防災班は、避難の勧告・指示を行う場合、警察署長及び消防署長に連絡の上、要

避難地域及び避難先を定めて指示するとともに、速やかに東京都本部に報告する（解除の場合

も同様とする）。 

また、避難のための立退きを行うことによりかえって人の生命又は身体に危険が及ぶおそれ

があると認めるときは、必要と認める地域の居住者等に対し、屋内での待避等の安全確保措置

を指示する。 

なお、避難の勧告・指示に先立ち、市民等の避難準備と避難行動要支援者等の避難開始を促

すため避難準備・高齢者等避難開始を伝達する。 

 

【河川洪水に係る避難勧告等の基準】 

避難情報の種類 発令時の基準 市民に呼びかける行動 

避難準備・高齢者

等避難開始 

(１) 多摩川調布橋の水位が避難判断水位に到達し、水位

予測において引き続き水位上昇が見込まれている場合 

(２) 多摩川調布橋の水位が避難判断水位に到達し、かつ、

市が監視する量水標（五日市線架橋等）において、さ

らに水位の上昇が予想される場合（又は堤防天端から

１ｍ程度下まで水位が上昇したとき） 

(３) 堤防に軽微な漏水・侵食等が発見された場合 

(４) 多摩川調布橋の水位が氾濫注意水位に到達し、かつ

避難準備・高齢者等避難開始の発令が必要となるよう

な強い雨を伴う台風等が、夜間から明け方に接近・通

過することが予想される場合 

・非常持出品の準備 

・避難場所の確認 

・家族との連絡方法の

確認 

・家財を高いところに

移動 

・地下室等の浸水防止 

 策 

・テレビ、ラジオ等の

気象情報の確認 

・避難行動要支援者の

支援 

避難勧告 

(１) 多摩川調布橋の水位が氾濫危険水位に到達した場合 

(２) 異常な漏水・侵食等が発見された場合 

(３) 多摩川調布橋の水位が避難判断水位に到達し、かつ、

避難勧告の発令が必要となるような強い雨を伴う台風

・電気、ガス等の安全

措置 

・避難行動 

避難情報の

名称変更及

び発令基準

等の見直し 
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№ ページ 修正案 現行計画 修正理由 

「氾濫危険水位の超過に相当（紫）」になった場合 

(３) 異常な漏水・侵食等が発見された場合 

(４) 小河内ダムの管理者から、異常洪水時防災操作開始

予定の通知があった場合 

(５) 避難指示の発令が必要となるような強い雨を伴う台

風等が、夜間から明け方に接近・通過することが予想され

る場合（夕刻時点で発令） 

(６) 避難指示の発令が必要となるような強い雨を伴う台

風等が、立退き避難が困難となる暴風を伴い接近・通過す

ることが予想される場合（立退き避難中に暴風が吹き始め

ることがないよう暴風警報の発表後速やかに発令） 

（警戒レベル５） 

緊急安全確保 

(１) 堤防の決壊や越水・溢水が発生した場合 

(２) 多摩川の洪水の危険度分布（水害リスクライン）で

「氾濫している可能性（黒）」になった場合 

(３) 堤防に異常な漏水・侵食の進行や亀裂・すべり等に

より決壊のおそれが高まった場合 

(４) 樋門・水門等の施設の機能支障が発見された場合 

・直ちに身の安全を確

保 

 

等が、夜間から明け方に接近・通過することが予想さ

れる場合 

避難指示（緊急） 

(１) 堤防の決壊や越水・溢水が発生した場合 

(２) 異常な漏水・侵食の進行や亀裂・すべり等により決

壊のおそれが高まった場合 

(３) 樋門・水門等の施設の機能支障が発見された場合 

・要避難地区からの立

退き 

屋内での待機等

の指示 

避難のための立ち退きを行うことにより、かえって生命又

は身体に危険が及ぶおそれがある場合 

・堅牢建物の上層階へ

の退避 
 

37 211 

【土砂災害に係る避難情報を発令する基準】 
避難情報の種類 発令時の基準 市民に呼びかける行動 

（警戒レベル３） 

高齢者等避難 

(１) 大雨警報（土砂災害）（警戒レベル３相当情報［土砂

災害］）が発表され、かつ、土砂災害の危険度分布が「警戒

（赤）」（警戒レベル３相当情報［土砂災害］）となった場合 

(２) 大雨注意報が発表され、当該注意報の中で、夜間～

翌日早朝に大雨警報（土砂災害）（警戒レベル３相当情報［土

砂災害］）に切り替える可能性が高い旨に言及されている場

合（夕刻時点で発令） 

・非常持出品の準備 

・避難場所の確認 

・家族との連絡方法の

確認 

・テレビ、ラジオ等の

気象情報の確認 

（警戒レベル４） 

避難指示 

(１) 土砂災害警戒情報（警戒レベル４相当情報［土砂災

害］）が発表された場合 

(２) 土砂災害の危険度分布が「警戒（うす紫）」（警戒レ

ベル４相当情報［土砂災害］）となった場合 

(３) 避難指示の発令が必要となるような強い雨を伴う台

風等が、夜間から明け方に接近・通過することが予想され

る場合（夕刻時点で発令） 

(４) 避難指示の発令が必要となるような強い雨を伴う台

風等が、立退き避難が困難となる暴風を伴い接近・通過す

ることが予想される場合（立退き避難中に暴風が吹き始め

ることがないよう暴風警報の発表後速やかに発令） 

(５) がけ地の状況が危険を呈するとき（湧水の異状な増

大、落石等の兆候） 

・電気、ガス等の安全

措置 

・避難行動（要避難範

囲） 

（警戒レベル５） 

緊急安全確保 

(１) 大雨特別警報（土砂災害）（警戒レベル５相当情報［土

砂災害］）が発表された場合 

(２) 土砂災害の発生が確認された場合 

・直ちに身の安全を確

保 

※調布橋水位観測所：東京都青梅市上長渕 

※上記の状況にあっても、特に河川氾濫の危険がない場合は、最寄りの避難所への避難とする。 

※上記の状況にあって、河川氾濫の危険がある場合は、高台の避難所への避難とする。 

※避難指示を発令した場合は、当該箇所に警戒区域を設定し、立入りを禁止する。 

※市長は、高齢者等避難、避難指示を発令した場合は、知事へ通報するとともに、関係機関へ通報する。（解

除する場合も同様） 

 

【発令権者】 

災害対策基本法等の関係法令により、次のとおり避難指示等の実施責任者及び時期が定めら

れている。 

実施責任者 種別 要件 根拠 

 

【土砂災害に係る避難情報を発表する基準】 
避難情報の種類 発令時の基準 市民に呼びかける行動 

避難準備・高齢者

等避難開始 

(１) 大雨警報（土砂災害）が発表され、かつ、土砂災害

に関するメッシュ情報で「実況又は予想で大雨警報の

土壌雨量指数基準に到達」する場合 

(２) 大雨注意報が発表され、当該注意報の中で、夜間～

翌日早朝に大雨警報（土砂災害）に切り替える可能性

が高い旨に言及されている場合 

・非常持出品の準備 

・避難場所の確認 

・家族との連絡方法の

確認 

・テレビ、ラジオ等の

気象情報の確認 

避難勧告 

(１) 土砂災害警戒情報が発表された場合 

(２) 土砂災害に関するメッシュ情報で「予想で土砂災害

警戒情報の基準に到達」する場合 

(３) 大雨警報（土砂災害）が発表されている状況で、記

録的短時間大雨情報が発表された場合 

(４) がけ地の状況が危険を呈するとき（湧水の異状な増

大、落石等の兆候） 

・電気、ガス等の安全

措置 

・避難行動（要避難範

囲） 

避難指示（緊急） 

(１) 土砂災害警戒情報が発表され、かつ、土砂災害に関

するメッシュ情報で「実況で土砂災害警戒情報の基準に

到達」した場合 

(２) 土砂災害警戒情報が発表されており、さらに記録的

短時間大雨情報が発表された場合 

(３) がけ崩れが発生した場合 

(４) 避難勧告等による立退き避難が十分でなく、再度、

立退き避難を居住者等に促す必要がある場合 

・電気、ガス等の安全

措置 

・避難行動（要避難範

囲） 

※調布橋水位観測所：東京都青梅市上長渕 

※上記の状況にあっても、特に河川氾濫の危険がない場合は、最寄りの避難所への避難とする。 

※上記の状況にあって、河川氾濫の危険がある場合は、高台の避難所への避難とする。 

※避難勧告・指示を発令した場合は、当該箇所に警戒区域を設定し、立入りを禁止する。 

※市長は、避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）を発令した場合は、知事へ通報すると

ともに、関係機関へ通報する。（解除する場合も同様） 

 

【発令権者】 

災害対策基本法等の関係法令により、次のとおり避難の勧告・指示等の実施責任者及び時期

が定められている。 

実施責任者 種別 要件 根拠 

避難情報の

名称変更及

び発令基準

等の見直し 
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№ ページ 修正案 現行計画 修正理由 

市長 災害全般 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場

合において、人の生命又は身体を災害から保

護し、その他災害の拡大を防止するため特に

必要があると認められるとき 

災害対策 

基本法60

条 

警察官 災害全般 

市長が避難のための立退きを指示すること

ができないと認めるとき、又は市長から要求

があったとき 

災害対策 

基本法61

条 

知事 災害全般 

災害の発生により、市がその全部又は大部分

の事務を行うことができなくなったとき 

災害対策 

基本法60

条 

自衛官 災害全般 

災害派遣を命ぜられた部隊の自衛官は災害

の状況により、特に急を要する場合で、警察

官が現場にいない場合 

自衛隊法 

94条 

知事又はその命を受

けた職員、水防管理者 
洪水 

洪水により、著しい危険が切迫していると認

められるとき 

水防法29

条 

２ 避難情報の伝達 

本部管理部広報・広聴班は、避難情報を、次の手段で伝達する。 

市長 災害全般 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場

合において、人の生命又は身体を災害から保

護し、その他災害の拡大を防止するため特に

必要があると認められるとき 

災害対策 

基本法60

条 

警察官 災害全般 

市長が避難のための立退きを指示すること

ができないと認めるとき、又は市長から要求

があったとき 

災害対策 

基本法61

条 

知事 災害全般 

災害の発生により、市がその全部又は大部分

の事務を行うことができなくなったとき 

災害対策 

基本法60

条 

自衛官 災害全般 

災害派遣を命ぜられた部隊の自衛官は災害

の状況により、特に急を要する場合で、警察

官が現場にいない場合 

自衛隊法 

94条 

知事又はその命を受

けた職員、水防管理者 
洪水 

洪水により、著しい危険が切迫していると認

められるとき 

水防法29

条 

２ 避難勧告・指示等の伝達 

本部管理部広報・広聴班は、避難勧告・指示等の情報を、次の手段で伝達する。 

38 212 高齢者等避難を発表する基準に達した場合、要避難地区・要避難範囲にある公共施設の閉館

措置、要配慮者利用施設の避難準備への支援、避難行動要支援者への個別対策を実施する。 

避難準備・高齢者等避難開始を発表する基準に達した場合、要避難地区・要避難範囲にある

公共施設の閉館措置、要配慮者利用施設の避難準備への支援、避難行動要支援者への個別対策

を実施する。 

避難情報の

名称変更 

39 213 

１ 避難所の開設 

避難所対応部避難所班は、本部管理部防災班の指示により、高齢者等避難、避難指示を発令

した場合は、避難所を開設する。 

また、避難情報を発令する前の段階で、市民から自主避難の要望がある場合は、緊急避難場

所を開設する。 

なお、関係機関に連絡するとともに避難所の防火安全対策の徹底を図る。 

１ 避難所の開設 

避難所対応部避難所班は、本部管理部防災班の指示により、避難準備・高齢者等避難開始、

避難勧告、避難指示（緊急）を発令した場合は、避難所を開設する。 

また、避難情報を発令する前の段階で、市民から自主避難の要望がある場合は、緊急避難場

所を開設する。 

なお、関係機関に連絡するとともに避難所の防火安全対策の徹底を図る。 

避難情報の

名称変更 

40 225 

８ 市民の安全の確保 

総務部は、市民の安全を確保するため、国、東京都、防災関係行政機関等との連絡を密にし、

状況により警戒区域の設定、避難指示等必要な措置を講ずる。 

８ 市民の安全の確保 

総務部は、市民の安全を確保するため、国、東京都、防災関係行政機関等との連絡を密にし、

状況により警戒区域の設定、避難勧告・指示等必要な措置を講ずる。 

避難情報の

名称変更 

41 230 

３ 避難対策 

総務部は、降灰後の降雨により土砂災害の危険性が高くなる可能性があることから、必要に

応じ避難指示を発令し、住民を避難させる。 

３ 避難対策 

総務部は、降灰後の降雨により土砂災害の危険性が高くなる可能性があることから、必要に

応じ避難勧告・指示を発令し、住民を避難させる。 

避難情報の

名称変更 
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№ ページ 修正案 現行計画 修正理由 

42 242 緊急対処事態対策本部の設置前に、災害対策基本法等に基づく避難の指示等の措置を講じた

場合は、既に講じられた措置に代えて、改めて国民保護法に基づく措置を講ずるなど必要な調

整を行う。なお、体制の移行に伴い、調整を行う主な措置は次のとおり。 

措置名 

(国民保護法上の措置名) 
災害対策基本法等に基づく措置 国民保護法に基づく措置 

避難の指示 

福生市長が避難を指示 

（福生市長が措置できない場合、知

事が指示）（第 60 条） 

国の指示に基づき、知事が福生市

長を通じて避難を指示（第 54 条） 

緊急時には知事による避難の指

示が可能（第 14 条） 

警戒区域の 

設定 

福生市長が避難を指示 

（福生市長が措置できない場合、知

事が指示）（第 60 条） 

福生市長が設定（第 16 条） 

緊急時には知事による設定が可

能（第 14 条） 

救助（救援） 

福生市長が救助（災害救助法が適用

された場合は、知事が救助）（第 62

条） 

知事が救援（第 75 条） 

自衛隊の 

派遣要請 

知事その他政令で定める者が、天災

地変、その他の災害から人命又は財

産を保護するため、自衛隊法第 83 条

に基づき要請（第 68 条の２） 

知事が、国民保護措置を円滑に実

施するため要請（第 15 条） 

 

緊急対処事態対策本部の設置前に、災害対策基本法等に基づく避難の指示等の措置を講じた

場合は、既に講じられた措置に代えて、改めて国民保護法に基づく措置を講ずるなど必要な調

整を行う。なお、体制の移行に伴い、調整を行う主な措置は次のとおり。 

措置名 

(国民保護法上の措置名) 
災害対策基本法等に基づく措置 国民保護法に基づく措置 

避難の指示 

福生市長が避難を勧告又は指示 

（福生市長が措置できない場合、知

事が勧告・指示）（第 60 条） 

国の指示に基づき、知事が福生市

長を通じて避難を指示（第 54 条） 

緊急時には知事による避難の指

示が可能（第 14 条） 

警戒区域の 

設定 

福生市長が避難を勧告又は指示 

（福生市長が措置できない場合、知

事が勧告・指示）（第 60 条） 

福生市長が設定（第 16 条） 

緊急時には知事による設定が可

能（第 14 条） 

救助（救援） 

福生市長が救助（災害救助法が適用

された場合は、知事が救助）（第 62

条） 

知事が救援（第 75 条） 

自衛隊の 

派遣要請 

知事その他政令で定める者が、天災

地変、その他の災害から人命又は財

産を保護するため、自衛隊法第 83 条

に基づき要請（第 68 条の２） 

知事が、国民保護措置を円滑に実

施するため要請（第 15 条） 

 

避難情報の

名称変更 

43 246 (２) 避難指示等の情報伝達 

東京都及び市は、本部設置時には、放送要請による対応を行う場合があるほか、本部設置に

至らない場合でも、都民等に対し報道機関と連携した避難指示等に関する情報提供を行うなど、

より一層の災害対応を実施する。 

ア 実施機関 

東京都、福生市、東京都域又は東京都域を超える広域区域を事業区域とする放送事業者各

社 

イ 伝達する情報 

（ア） 高齢者等避難（避難行動要支援者向けの避難準備情報を含む。) 

（イ） 避難指示 

（ウ） 警戒区域の設定 

(２) 避難勧告等の情報伝達 

東京都及び市は、本部設置時には、放送要請による対応を行う場合があるほか、本部設置に

至らない場合でも、都民等に対し報道機関と連携した避難勧告等に関する情報提供を行うなど、

より一層の災害対応を実施する。 

ア 実施機関 

東京都、福生市、東京都域又は東京都域を超える広域区域を事業区域とする放送事業者各

社 

イ 伝達する情報 

（ア） 避難準備・高齢者等避難開始（避難行動要支援者向け準備情報を含む。) 

（イ） 避難勧告 

（ウ） 避難指示（緊急） 

（エ） 警戒区域の設定 

避難情報の

名称変更 

44 247 
(２) 高圧ガス保管施設の応急活動 

機関名 内    容 

福生市 

事故時において必要に応じ次の措置を行う。 

ア 住民に対する避難指示 

イ 住民の避難誘導 

ウ 避難所の開設 

エ 避難住民の保護 

オ 情報提供 

カ 関係機関との連絡 
 

(２) 高圧ガス保管施設の応急活動 

機関名 内    容 

福生市 

事故時において必要に応じ次の措置を行う。 

ア 住民に対する避難の勧告又は指示 

イ 住民の避難誘導 

ウ 避難所の開設 

エ 避難住民の保護 

オ 情報提供 

カ 関係機関との連絡 
 

避難情報の

名称変更 
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3 189 ページ（福生市地域防災計画（平成 30 年度修正））               現 行 

 

  
台風の接近・上陸に伴う多摩川の洪水を対象とした避難勧告の発令等に着目したタイムライン（防災行動計画） 

気象・水象情報 京浜河川事務所からの情報 福生市の行動 住民等の行動 

-７２ｈ 

-48ｈ 

-24ｈ 

-17ｈ 

-16ｈ 

-15ｈ 

-0ｈ 

◇台風情報（随時） 

◇台風に関する東京都気象情報（随時） 

◇大雨注意報・洪水注意報発表 

◇大雨・洪水警報発表 

◇大雨特別警報発表 

水防団待機水位到達 

調布橋水位観測所：水位 0.20ｍ 

氾濫注意水位到達 

調布橋水位観測所：水位 1.00ｍ 

避難判断水位到達 

調布橋水位観測所：水位 1.20ｍ 

氾濫危険水位到達 

調布橋水位観測所：水位 1.60ｍ 

堤防天端水位到達 

調布橋水位観測所：おおむね水位 4.70ｍ 

堤防決壊・氾濫 

氾濫発生 

水防警報（待機・準備） 

洪水予報（氾濫注意情報） 

洪水予報（氾濫警戒情報） 

洪水予報（氾濫危険情報） 

洪水予報（氾濫危険情報） 

洪水予報（氾濫発生情報） 

水防警報（出動） 

情報監視態勢 

風水害情報連絡会態勢 

（防災体制構築） 

風水害緊急対策会議設置 

（防災体制強化） 

第一非常配備態勢 

（災害対策本部設置） 

第二非常配備態勢 

（災害対策本部設置） 

避難準備・高齢者等

避難開始発令 

避難勧告・避難指

示（緊急）発令 

◇暴風警報発表 

○気象情報、水位情報を確認 
○消防団・施設管理者に注意喚起 
○住民に注意喚起 

○警戒体制・職員招集の検討 
○緊急対応班の待機指示 
○消防団に「待機・準備」を指示 

○避難所開設の準備 
○要配慮者利用施設・関係機関に氾濫注意情報を伝達 
○消防団に「出動」を指示 
○避難準備・高齢者等避難開始の発令準備（避難が夜間・
早朝となる場合は、早めの発表判断） 

○リエゾン派遣要請、河川事務所長の助言要請 

○10 分毎の情報確認 
○避難勧告の発令準備（避難が夜間・早朝となる場合は、
早めの発表判断） 

○要配慮者利用施設、関係機関に氾濫警戒情報を伝達 
○リエゾン派遣要請、河川事務所長の助言要請 

○全職員の配備 
○要配慮者利用施設、関係機関に氾濫危険情報を伝達 
○災害対策機械の派遣要請 
○特別警報の住民周知、避難勧告等の措置状況の確認 
○自衛隊災害派遣要請の要求 

○要配慮者利用施設、関係機関に氾濫危険情報を伝達 
○消防団に退避指示 

避難指示（緊急）発令 

○要配慮者利用施設、関係機関に氾濫発生情報を伝達 
○住民に堤防決壊等を周知 
○関係機関への堤防決壊の通知、被害拡大の防止 

※台風上陸 

○テレビ、ラジオ、インターネット等による気

象情報等の確認 

○ハザードマップ等による緊急避難場所・避難

ルートの確認 

○防災グッズの準備 

○災害・避難カードの確認 

○自宅の保全 

避難行動要支援者の避難、待機等 

避難開始 

○テレビ、ラジオ、インターネット、携帯メー

ルによる大雨や河川の状況の確認 

 

○氾濫に関する情報の注意 

○防災行政無線、携帯メール等による

避難準備・高齢者等避難開始の受信 

○避難行動要支援者の避難開始、地域

での支援 

○避難の準備（避難行動要支援者以外） 

○防災行政無線、携帯メール等による

避難勧告・避難指示（緊急）の受信 

避難完了 

○防災行政無線、携帯メール等による

避難指示（緊急）の受信 

○防災行政無線、携帯メール等による

避難指示（緊急）の受信 

避難解除 

最終的な危険回避行動 
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修正後 

 

 台風の接近・上陸に伴う多摩川の洪水を対象とした避難勧告の発令等に着目したタイムライン（防災行動計画） 

気象・水象情報 京浜河川事務所からの情報 福生市の行動 住民等の行動 

-７２ｈ 

-48ｈ 

-24ｈ 

-17ｈ 

-16ｈ 

-15ｈ 

-0ｈ 

◇台風情報（随時） 

◇台風に関する東京都気象情報（随時） 

◇大雨注意報・洪水注意報発表 

◇大雨・洪水警報発表 

◇大雨特別警報発表 

水防団待機水位到達 

調布橋水位観測所：水位 0.20ｍ 

氾濫注意水位到達 

調布橋水位観測所：水位 1.00ｍ 

避難判断水位到達 

調布橋水位観測所：水位 1.20ｍ 

氾濫危険水位到達 

調布橋水位観測所：水位 1.60ｍ 

堤防天端水位到達 

調布橋水位観測所：おおむね水位 4.70ｍ 

堤防決壊・氾濫 

氾濫発生 

水防警報（待機・準備） 

洪水予報（氾濫注意情報） 

洪水予報（氾濫警戒情報） 

洪水予報（氾濫危険情報） 

洪水予報（氾濫危険情報） 

洪水予報（氾濫発生情報） 

水防警報（出動） 

情報監視態勢 

風水害情報連絡会態勢 

（防災体制構築） 

風水害緊急対策会議設置 

（防災体制強化） 

第一非常配備態勢 

（災害対策本部設置） 

第二非常配備態勢 

（災害対策本部設置） 

（警戒レベル３）

高齢者等避難発令 

（警戒レベル４）

避難指示発令 

◇暴風警報発表 

○気象情報、水位情報を確認 
○消防団・施設管理者に注意喚起 
○住民に注意喚起 

○警戒体制・職員招集の検討 
○緊急対応班の待機指示 
○消防団に「待機・準備」を指示 

○避難所開設の準備 
○要配慮者利用施設・関係機関に氾濫注意情報を伝達 
○消防団に「出動」を指示 
○（警戒レベル３）高齢者等避難の発令準備（避難が夜間・
早朝となる場合は、早めの発表判断） 

○リエゾン派遣要請、河川事務所長の助言要請 

○10 分毎の情報確認 
○（警戒レベル４）避難指示の発令準備（避難が夜間・早
朝となる場合は、早めの発表判断） 

○要配慮者利用施設、関係機関に氾濫警戒情報を伝達 
○リエゾン派遣要請、河川事務所長の助言要請 

○全職員の配備 
○要配慮者利用施設、関係機関に氾濫危険情報を伝達 
○災害対策機械の派遣要請 
○特別警報の住民周知、避難指示の措置状況の確認 
○自衛隊災害派遣要請の要求 

○要配慮者利用施設、関係機関に氾濫危険情報を伝達 
○消防団に退避指示 

（警戒レベル５） 

緊急安全確保発令 

○要配慮者利用施設、関係機関に氾濫発生情報を伝達 
○住民に堤防決壊等を周知 
○関係機関への堤防決壊の通知、被害拡大の防止 

※台風上陸 

○テレビ、ラジオ、インターネット等による気

象情報等の確認 

○ハザードマップ等による緊急避難場所・避難

ルートの確認 

○防災グッズの準備 

○災害・避難カードの確認 

○自宅の保全 

避難行動要支援者の避難 

避難開始 

○テレビ、ラジオ、インターネット、携帯メー

ルによる大雨や河川の状況の確認 

 

○氾濫に関する情報の注意 

○防災行政無線、携帯メール等による

避難情報等の受信 

○避難行動要支援者の避難開始、地域

での支援 

○避難の準備（避難行動要支援者以外） 

 

○防災行政無線、携帯メール等による

避難情報等の受信 

避難完了 

○防災行政無線、携帯メール等による

避難情報等の受信 

○防災行政無線、携帯メール等による

避難情報等の受信 

避難解除 

最終的な危険回避行動 


